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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも樹脂と着色剤とずり緩衝剤を含有するトナーを用いて形成されたトナー画像
を接触加熱方式の定着装置を用いて支持体上に定着する工程を有する画像形成方法におい
て、
　前記トナーに含まれるずり緩衝剤の割合がトナー全量中１２質量％以上であり、
　前記定着装置が、
　加熱源によって加熱される定着ローラと、当該定着ローラに圧接して配設された加圧ロ
ーラを備え、前記定着ローラと前記加圧ローラが互いに圧接して形成された定着ニップに
記録媒体を通過させることにより、当該記録媒体上の未定着画像を記録媒体に定着させる
定着装置であって、
　前記定着ローラは、外周面がクラウン状に形成されたクラウン部と、外周面が逆クラウ
ン状に形成された逆クラウン部を、それぞれ少なくとも１つずつ有し、
　前記加圧ローラは、外周面がクラウン状に形成されたクラウン部と、外周面が逆クラウ
ン状に形成された逆クラウン部を、それぞれ少なくとも１つずつ有し、
　前記定着ローラの前記クラウン部と前記加圧ローラの前記逆クラウン部を対応させると
共に、前記定着ローラの前記逆クラウン部と前記加圧ローラの前記クラウン部を対応させ
て、前記定着ローラと前記加圧ローラを互いに圧接させて、
　前記定着ローラと前記加圧ローラのそれぞれの軸方向の同じ側の端部を、軸方向に位置
決めすると共に、前記定着ローラと前記加圧ローラのそれぞれの前記位置決めされた端部
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と反対側の端部を軸方向に変位可能にし、
　前記定着ローラと前記加圧ローラとを無負荷状態で互いの前記クラウン部と前記逆クラ
ウン部を接触させて配設した場合に、軸方向の任意の断面における前記定着ローラ及び前
記加圧ローラの前記弾性層の厚みの和が一定となるように設定した
　ことを特徴とする画像形成方法。
【請求項２】
　前記トナーに含まれるずり緩衝剤の割合がトナー全量中１５質量％以上である
　ことを特徴とする請求項１に記載の画像形成方法。
【請求項３】
　前記ずり緩衝剤が液晶性化合物である
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の画像形成方法。
【請求項４】
　前記ずり緩衝剤がワックスである
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の画像形成方法。
【請求項５】
　前記定着ローラと前記加圧ローラとを無負荷状態で互いの前記クラウン部と前記逆クラ
ウン部を接触させて配設した場合に、対応させて配設した前記クラウン部と前記逆クラウ
ン部との間に隙間が生じないように構成した
　ことを特徴とする請求項１ないし４のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項６】
　前記定着ローラと前記加圧ローラのそれぞれの前記クラウン部と前記逆クラウン部を、
軸方向に連続して形成した
　ことを特徴とする請求項１ないし５のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項７】
　前記クラウン部及び前記逆クラウン部を、前記定着ローラ及び前記加圧ローラの少なく
とも記録媒体の最大通過幅全体に対応する部分に渡って配設した
　ことを特徴とする請求項１ないし６のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項８】
　前記クラウン部及び前記逆クラウン部を、前記定着ローラ及び前記加圧ローラの記録媒
体の最大通過幅の一部に対応する部分に配設した
　ことを特徴とする請求項１ないし７のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項９】
　前記定着ローラの前記クラウン部及び前記逆クラウン部の少なくとも一方と、前記加圧
ローラの前記クラウン部及び前記逆クラウン部の少なくとも一方に、直線部を形成した
　ことを特徴とする請求項１ないし８のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項１０】
　前記定着ローラと前記加圧ローラを互いに圧接させた負荷状態において、前記定着ニッ
プにおける前記クラウン部の頂部と前記逆クラウン部の底部との高低差を、０．１６ｍｍ
以上であって０．８ｍｍ以下に設定した
　ことを特徴とする請求項１ないし９のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項１１】
　前記定着ローラ及び前記加圧ローラは、金属製の芯材の外周面に弾性層を被覆して構成
されたものであって、前記芯材及び前記弾性層の少なくとも一方の厚さを軸方向に渡って
変化させて前記クラウン部及び逆クラウン部を形成した
　ことを特徴とする請求項１ないし１０のいずれかに記載の画像形成方法。
【請求項１２】
　前記定着ローラを、芯材の外周面に弾性層を有しないローラで構成すると共に、当該定
着ローラの前記芯材の外周面を軸方向に渡って湾曲させることにより、前記クラウン部と
前記逆クラウン部を形成した
　ことを特徴とする請求項１ないし３のいずれかに記載の画像形成方法。
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【請求項１３】
　前記加圧ローラは、芯材の外周面に弾性層を被覆して構成されたものであって、当該加
圧ローラの前記芯材の外周面を軸方向に渡って湾曲させることにより、前記クラウン部と
前記逆クラウン部を形成した
ことを特徴とする請求項１２に記載の画像形成方法。
【請求項１４】
　少なくとも樹脂と着色剤とずり緩衝剤を含有するトナーを用いて形成されたトナー画像
を接触加熱方式の定着装置を用いて記録媒体上に定着する工程を有する画像形成方法にお
いて、
　前記トナーに含まれるずり緩衝剤の割合がトナー全量中１２質量％以上であり、
　前記定着装置が、
　加熱源によって加熱される定着ローラと、無端状の加圧ベルトと、当該加圧ベルトの内
周面を押圧して加圧ベルトを前記定着ローラに圧接させる押圧部材を備え、前記定着ロー
ラと前記加圧ベルトが互いに圧接して形成された定着ニップに記録媒体を通過させること
により、当該記録媒体上の未定着画像を記録媒体に定着させる定着装置であって、
　前記定着ローラは、外周面がクラウン状に形成されたクラウン部と、外周面が逆クラウ
ン状に形成された逆クラウン部を、それぞれ少なくとも１つずつ有し、
　前記押圧部材の前記加圧ベルトを押圧する押圧面に、凸状に形成した凸面部と、凹状に
形成した凹面部を、それぞれ少なくとも１つずつ有し、
　前記定着ローラの前記クラウン部と前記押圧部材の前記凹面部を対応させて配設すると
共に、前記定着ローラの前記逆クラウン部と前記押圧部材の前記凸面部を対応させて配設
して、前記押圧部材によって前記加圧ベルトを押圧し、前記定着ローラと前記加圧ベルト
を互いに圧接させて、
　前記定着ローラと前記押圧部材のそれぞれの軸方向の同じ側の端部を、軸方向に位置決
めすると共に、前記定着ローラと前記押圧部材のそれぞれの前記位置決めされた端部と反
対側の端部を軸方向に変位可能にし、
　前記定着ローラと前記押圧部材とを無負荷状態で互いの前記クラウン部と前記逆クラウ
ン部を接触させて配設した場合に、軸方向の任意の断面における前記定着ローラ及び前記
押圧部材の前記弾性層の厚みの和が一定となるように設定した
　ことを特徴とする画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特定の定着装置と特定のトナーを用いた画像形成方法に関し、詳しくは、ロ
ール対により形成されるニップ部、あるいはロールとベルトとにより形成されるニップ部
に未定着トナー像を担持する記録媒体を通過させ、加熱するとともに加圧してトナー像を
記録媒体に定着させる定着装置と特定のトナーを用いた画像形成方法に関する。上記定着
装置は、複写機、プリンタ、ファクシミリ等の電子写真方式の画像形成装置において用い
ることができる。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真式印字装置の定着部を構成する定着装置では、トナーが全面に付着した
印字パターンを定着する場合、記録用紙が薄紙である場合、画像先端からトナーが付着し
ている場合に、定着ジャムや定着部材に記録用紙が巻き付くといった不具合が生じていた
。
　このような不具合に対して、定着部材を小さくすることで、定着後の曲率を大きくし、
定着部材と記録用紙とを分離させることが行われていた。また、それ以前は、定着ローラ
上にオイルを塗布しトナーと定着部材間に離型層を形成し、定着部材と記録用紙とを分離
させることが行われていた。また、トナーにワックス等の離型剤を含有させることにより
、定着部材と記録用紙との分離を促進させることが行われていた。



(4) JP 5531674 B2 2014.6.25

10

20

30

40

50

　定着性が改善された定着装置として、特許文献１ないし３には、定着ローラ、加圧ロー
ラともに軸方向にクラウン形状を少なくとも２個以上持ち、定着ローラのクラウン部分と
加圧ローラの逆クラウン部分の組み合わせと定着ローラの逆クラウン部分と加圧ローラの
クラウン部分の組み合わせで定着ニップを形成する構成を有する定着装置が開示されてい
る。
　しかしながら、記録用紙として薄紙を用いる場合や、隙間なく画像先端から全面にトナ
ーが付着している印字パターン等の条件が重なると、定着ジャム等は完全には改善されな
いという問題がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は上記問題点に鑑みてなされたものであり、定着分離性が改善され、高品位の画
像を得ることができる画像形成方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明者らは、定着ニップから排出される記録用紙の形状に着目し、薄紙を用いた場合
でも厚紙並の強度が得られる定着装置を、先に出願した（特願２００９－５７１０号）。
この定着装置は、記録媒体の曲げ剛性を向上させることにより、記録媒体の分離性を向上
させることが可能な定着装置である。
　しかし、この定着装置においては、通紙方向に沿って縞模様のように光沢差を生じる画
像ノイズが発生する場合がある。
　本発明者らはさらに検討を行ったところ、定着ニップにおいて定着ローラがクラウン形
状になっている部分、すなわち定着ローラの回転中心から定着ニップまでの距離が大きい
部分を通過した画像の光沢が著しく低下することがわかった。このことから、次のように
考えられる。
　定着ニップにおいて、定着ローラの回転中心からクラウン形状の頂点までの距離をＲｔ
、定着ローラの回転中心から逆クラウン形状の谷底までの距離をＲｂ、定着ローラの回転
の角速度をωとすると、クラウン形状の頂点部分における定着ローラの線速度はＲｔω、
逆クラウン形状の谷底部分における定着ローラの線速度はＲｂωとなり、Ｒｔ＞Ｒｂであ
るから、定着ローラ表面の線速度は逆クラウン形状の谷底部分よりもクラウン形状の頂点
部分のほうが大きい。
　このように定着ローラと加圧ローラの表面線速度が異なる定着装置を紙やシート等など
の記録媒体が通過するとき、紙やシート等などの記録媒体がこのようなローラ表面の線速
度が部分的に異なる定着装置を通過するとき、記録媒体はローラから摩擦抵抗を受けなが
ら定着ニップを通過するため、ローラ表面の平均線速度よりも若干遅い速度で定着される
。このとき、定着ニップにおいて定着ローラがクラウン形状になっている部分では記録媒
体表面のトナーは、記録媒体の線速度よりも速く動く定着ローラ表面によって、記録媒体
の進行方向にずりの力を受ける。このずり力がトナーの凝集力と拮抗すると、定着ローラ
表面との離型時に、画像表面がローラに引っ張られるために荒れ、その結果画像の光沢が
著しく低下する。
　そこで、本発明者らはさらに検討を重ね、ずり緩衝剤を１２質量％以上含むトナーを用
いることにより、上記の定着装置特有の画像ノイズを低減することに成功し、本発明に至
った。
【０００５】
　すなわち、以下の１ないし１４の発明によって、上記課題は解決される。
１．少なくとも樹脂と着色剤とずり緩衝剤を含有するトナーを用いて形成されたトナー画
像を接触加熱方式の定着装置を用いて支持体上に定着する工程を有する画像形成方法にお
いて、前記トナーに含まれるずり緩衝剤の割合がトナー全量中１２質量％以上であり、前
記定着装置が、加熱源によって加熱される定着ローラと、当該定着ローラに圧接して配設
された加圧ローラを備え、前記定着ローラと前記加圧ローラが互いに圧接して形成された
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定着ニップに記録媒体を通過させることにより、当該記録媒体上の未定着画像を記録媒体
に定着させる定着装置であって、前記定着ローラは、外周面がクラウン状に形成されたク
ラウン部と、外周面が逆クラウン状に形成された逆クラウン部を、それぞれ少なくとも１
つずつ有し、前記加圧ローラは、外周面がクラウン状に形成されたクラウン部と、外周面
が逆クラウン状に形成された逆クラウン部を、それぞれ少なくとも１つずつ有し、前記定
着ローラの前記クラウン部と前記加圧ローラの前記逆クラウン部を対応させると共に、前
記定着ローラの前記逆クラウン部と前記加圧ローラの前記クラウン部を対応させて、前記
定着ローラと前記加圧ローラを互いに圧接させて、前記定着ローラと前記加圧ローラのそ
れぞれの軸方向の同じ側の端部を、軸方向に位置決めすると共に、前記定着ローラと前記
加圧ローラのそれぞれの前記位置決めされた端部と反対側の端部を軸方向に変位可能にし
、前記定着ローラと前記加圧ローラとを無負荷状態で互いの前記クラウン部と前記逆クラ
ウン部を接触させて配設した場合に、軸方向の任意の断面における前記定着ローラ及び前
記加圧ローラの前記弾性層の厚みの和が一定となるように設定したことを特徴とする画像
形成方法である。
２．前記トナーに含まれるずり緩衝剤の割合がトナー全量中１５質量％以上であることを
特徴とする前記１に記載の画像形成方法である。
３．前記ずり緩衝剤が液晶性化合物であることを特徴とする前記１又は２に記載の画像形
成方法である。
４．前記ずり緩衝剤がワックスであることを特徴とする前記１又は２に記載の画像形成方
法である。
５．前記定着ローラと前記加圧ローラとを無負荷状態で互いの前記クラウン部と前記逆ク
ラウン部を接触させて配設した場合に、対応させて配設した前記クラウン部と前記逆クラ
ウン部との間に隙間が生じないように構成したことを特徴とする前記１ないし４のいずれ
かに記載の画像形成方法である。
６．前記定着ローラと前記加圧ローラのそれぞれの前記クラウン部と前記逆クラウン部を
、軸方向に連続して形成したことを特徴とする前記１ないし５のいずれかに記載の画像形
成方法である。
７．前記クラウン部及び前記逆クラウン部を、前記定着ローラ及び前記加圧ローラの少な
くとも記録媒体の最大通過幅全体に対応する部分に渡って配設したことを特徴とする前記
１ないし６のいずれかに記載の画像形成方法。
８．前記クラウン部及び前記逆クラウン部を、前記定着ローラ及び前記加圧ローラの記録
媒体の最大通過幅の一部に対応する部分に配設したことを特徴とする前記１ないし７のい
ずれかに記載の画像形成方法である。
９．前記定着ローラの前記クラウン部及び前記逆クラウン部の少なくとも一方と、前記加
圧ローラの前記クラウン部及び前記逆クラウン部の少なくとも一方に、直線部を形成した
ことを特徴とする前記１ないし８のいずれかに記載の画像形成方法である。
【０００６】
１０．前記定着ローラと前記加圧ローラを互いに圧接させた負荷状態において、前記定着
ニップにおける前記クラウン部の頂部と前記逆クラウン部の底部との高低差を、０．１６
ｍｍ以上であって０．８ｍｍ以下に設定したことを特徴とする前記１ないし９のいずれか
に記載の画像形成方法である。
１１．前記定着ローラ及び前記加圧ローラは、金属製の芯材の外周面に弾性層を被覆して
構成されたものであって、前記芯材及び前記弾性層の少なくとも一方の厚さを軸方向に渡
って変化させて前記クラウン部及び逆クラウン部を形成したことを特徴とする前記１ない
し１０のいずれかに記載の画像形成方法である。
１２．前記定着ローラを、芯材の外周面に弾性層を有しないローラで構成すると共に、当
該定着ローラの前記芯材の外周面を軸方向に渡って湾曲させることにより、前記クラウン
部と前記逆クラウン部を形成したことを特徴とする前記１ないし３のいずれかに記載の画
像形成方法である。
１３．前記加圧ローラは、芯材の外周面に弾性層を被覆して構成されたものであって、当
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該加圧ローラの前記芯材の外周面を軸方向に渡って湾曲させることにより、前記クラウン
部と前記逆クラウン部を形成したことを特徴とする前記１２に記載の画像形成方法である
。
１４．少なくとも樹脂と着色剤とずり緩衝剤を含有するトナーを用いて形成されたトナー
画像を接触加熱方式の定着装置を用いて支持体上に定着する工程を有する画像形成方法に
おいて、前記トナーに含まれるずり緩衝剤の割合がトナー全量中１２質量％以上であり、
前記定着装置が、加熱源によって加熱される定着ローラと、無端状の加圧ベルトと、当該
加圧ベルトの内周面を押圧して加圧ベルトを前記定着ローラに圧接させる押圧部材を備え
、前記定着ローラと前記加圧ベルトが互いに圧接して形成された定着ニップに記録媒体を
通過させることにより、当該記録媒体上の未定着画像を記録媒体に定着させる定着装置で
あって、前記定着ローラは、外周面がクラウン状に形成されたクラウン部と、外周面が逆
クラウン状に形成された逆クラウン部を、それぞれ少なくとも１つずつ有し、前記押圧部
材の前記加圧ベルトを押圧する押圧面に、凸状に形成した凸面部と、凹状に形成した凹面
部を、それぞれ少なくとも１つずつ有し、前記定着ローラの前記クラウン部と前記押圧部
材の前記凹面部を対応させて配設すると共に、前記定着ローラの前記逆クラウン部と前記
押圧部材の前記凸面部を対応させて配設して、前記押圧部材によって前記加圧ベルトを押
圧し、前記定着ローラと前記加圧ベルトを互いに圧接させて、前記定着ローラと前記押圧
部材のそれぞれの軸方向の同じ側の端部を、軸方向に位置決めすると共に、前記定着ロー
ラと前記押圧部材のそれぞれの前記位置決めされた端部と反対側の端部を軸方向に変位可
能にし、前記定着ローラと前記押圧部材とを無負荷状態で互いの前記クラウン部と前記逆
クラウン部を接触させて配設した場合に、軸方向の任意の断面における前記定着ローラ及
び前記押圧部材の前記弾性層の厚みの和が一定となるように設定したことを特徴とする画
像形成方法である。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、記録媒体の曲げ剛性を向上させることにより、記録媒体の分離性を向
上させることが可能な定着装置と、特定のトナーを組み合わせることにより、定着分離性
が改善され、高品位の画像を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明に係るカラー画像形成装置の全体構成を示す概略図である。
【図２】本発明の実施形態１に係る定着装置の概略図である。
【図３】本発明の実施形態１に係る定着ローラの断面図である。
【図４】本発明の実施形態１に係る加圧ローラの断面図である。
【図５】前記定着ローラと前記加圧ローラの断面図である。
【図６】クラウン部と逆クラウン部の振幅及び高低差を説明するための模式図である。
【図７】本発明の実施形態２に係る定着ローラと加圧ローラの断面図である。
【図８】本発明の実施形態３に係る定着ローラと加圧ローラの断面図である。
【図９】本発明の実施形態３に係る定着ローラと加圧ローラの変形例の断面図である。
【図１０】本発明の実施形態４に係る定着ローラと加圧ローラの断面図である。
【図１１】本発明の実施形態５に係る定着装置の概略図である。
【図１２】本発明の実施形態５に係る定着ローラと加圧ベルトと押圧部材の断面図である
。
【図１３】記録用紙の見かけ上の剛性の測定方法を説明するための図である。
【図１４】定着ニップの湾曲数と記録用紙の見かけ上の剛性との関係を示すグラフである
。
【図１５】記録用紙の分離性を比較する試験結果を示すグラフであって、（Ａ）はクラウ
ン部と逆クラウン部をいずれか１つのみ有する場合の試験結果を示し、（Ｂ）はクラウン
部と逆クラウン部をそれぞれ１つずつ有する場合の試験結果を示す
【発明を実施するための形態】
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【０００９】
　以下に、本発明を実施するための形態を図面に基づいて説明する。なお、いわゆる当業
者は特許請求の範囲内における本発明を変更・修正をして他の実施形態をなすことは容易
であり、これらの変更・修正はこの特許請求の範囲に含まれるものであり、以下の説明は
この発明における実施の形態の例であって、この特許請求の範囲を限定するものではない
。
　図１は、本発明に係るカラー画像形成装置を示す概略構成図である。図１に示す本発明
の画像形成装置１は、タンデム型のカラープリンタである。この画像形成装置１の本体の
上方にあるボトル収容部２には、各色（イエロー、マゼンタ、シアン、ブラック）に対応
した４つのトナーボトル２Ｙ、２Ｍ、２Ｃ、２Ｋが着脱自在（交換自在）に設置されてい
る。ボトル収容部２の下方には中間転写ユニット３が配設されている。その中間転写ユニ
ット３の中間転写ベルト３０に対向するように、各色（イエロー、マゼンタ、シアン、ブ
ラック）に対応した作像部４Ｙ、４Ｍ、４Ｃ、４Ｋが並設されている。
【００１０】
　各作像部４Ｙ、４Ｍ、４Ｃ、４Ｋには、それぞれ、像担持体としての感光体ドラム５Ｙ
、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋが配設されている。また、各感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋの
周囲には、それぞれ、帯電部６、現像部７、クリーニング部８、除電部（図示省略）等が
配設されている。そして、各感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ上で、作像プロセス（
帯電工程、露光工程、現像工程、転写工程、クリーニング工程）がおこなわれて、各感光
体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ上に各色の画像が形成されることになる。
【００１１】
　感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋは、図示しない駆動モータによって図１中の時計
方向に回転駆動される。そして、帯電部６の位置で、感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５
Ｋの表面が一様に帯電される（帯電工程）。その後、感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５
Ｋの表面は、露光部から発せられたレーザ光の照射位置に達して、この位置での露光走査
によって各色に対応した静電潜像が形成される（露光工程）。
【００１２】
　その後、感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋの表面は、現像部７との対向位置に達し
て、この位置で静電潜像が現像されて、各色のトナー像が形成される（現像工程）。その
後、感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋの表面は、中間転写ベルト３０及び第１転写バ
イアスローラ３１Ｙ、３１Ｍ、３１Ｃ、３１Ｋとの対向位置に達して、この位置で感光体
ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ上のトナー像が中間転写ベルト３０上に転写される（１次
転写工程）。このとき、感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ上には、僅かながら未転写
トナーが残存する。
【００１３】
　その後、感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋの表面は、クリーニング部８との対向位
置に達して、この位置で感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ上に残存した未転写トナー
がクリーニング部８のクリーニングブレードによって機械的に回収される（クリーニング
工程）。最後に、感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋの表面は、図示しない除電部との
対向位置に達して、この位置で感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ上の残留電位が除去
される。こうして、感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ上で行われる一連の作像プロセ
スが終了する。
【００１４】
　その後、現像工程を経て各感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ上に形成した各色のト
ナー像を、中間転写ベルト３０上に重ねて転写する。こうして、中間転写ベルト３０上に
カラー画像が形成される。ここで、中間転写ユニット３は、中間転写ベルト３０、４つの
１次転写バイアスローラ３１Ｙ、３１Ｍ、３１Ｃ、３１Ｋ、２次転写バックアップローラ
３２、クリーニングバックアップローラ３３、テンションローラ３４、中間転写クリーニ
ング部３５等で構成される。中間転写ベルト３０は、３つのローラ３２～３４によって張
架・支持されると共に、１つのローラ３２の回転駆動によって図１中の矢印方向に無端移
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動される。
【００１５】
　４つの１次転写バイアスローラ３１Ｙ、３１Ｍ、３１Ｃ、３１Ｋは、それぞれ、中間転
写ベルト３０を感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋとの間に挟み込んで１次転写ニップ
を形成している。そして、１次転写バイアスローラ３１Ｙ、３１Ｍ、３１Ｃ、３１Ｋに、
トナーの極性とは逆の転写バイアスが印加される。そして、中間転写ベルト３０は、矢印
方向に走行して、各１次転写バイアスローラ３１Ｙ、３１Ｍ、３１Ｃ、３１Ｋの１次転写
ニップを順次通過する。こうして、感光体ドラム５Ｙ、５Ｍ、５Ｃ、５Ｋ上の各色のトナ
ー像が、中間転写ベルト３０上に重ねて１次転写される。
【００１６】
　その後、各色のトナー像が重ねて転写された中間転写ベルト３０は、２次転写ローラ３
６との対向位置に達する。この位置では、２次転写バックアップローラ３２が、２次転写
ローラ３６との間に中間転写ベルト３０を挟み込んで２次転写ニップを形成している。そ
して、中間転写ベルト３０上に形成された４色のトナー像は、この２次転写ニップの位置
に搬送された記録媒体としての記録用紙Ｐ上に転写される。このとき、中間転写ベルト３
０には、記録用紙Ｐに転写されなかった未転写トナーが残存する。その後、中間転写ベル
ト３０は、中間転写クリーニング部３５の位置に達する。そして、この位置で、中間転写
ベルト３０上の未転写トナーが回収される。こうして、中間転写ベルト３０上で行われる
一連の転写プロセスが終了する。
【００１７】
　ここで、２次転写ニップの位置に搬送された記録用紙Ｐは、画像形成装置１の本体の下
方に配設された給紙部１０から、給紙ローラ１１やレジストローラ対１２等を経由して搬
送されたものである。詳しくは、給紙部１０には、記録用紙Ｐが複数枚重ねて収納されて
いる。そして、給紙ローラ１１が図１中の反時計方向に回転駆動されると、一番上の記録
用紙Ｐがレジストローラ対１２のローラ間に向けて給送される。
【００１８】
　レジストローラ対１２に搬送された記録用紙Ｐは、回転駆動を停止したレジストローラ
対１２のローラニップの位置で一旦停止する。そして、中間転写ベルト３０上のカラー画
像にタイミングを合わせて、レジストローラ対１２が回転駆動されて、記録用紙Ｐが２次
転写ニップに向けて搬送される。こうして、記録用紙Ｐ上に、所望のカラー画像が転写さ
れる。
【００１９】
　その後、２次転写ニップの位置でカラー画像が転写された記録用紙Ｐは、定着装置２７
の位置に搬送される。定着装置２７は、例えば定着ローラ６１と加圧ローラ６２を有して
おり、定着ローラ６１と加圧ローラ６２が圧接した定着ニップに記録用紙Ｐが搬入される
ことによって、表面に転写されたカラー画像が記録用紙Ｐ上に定着される。その後、記録
用紙Ｐは、排紙ローラ対１３のローラ間を経て、装置外へと排出される。排紙ローラ対１
３によって装置外に排出された記録用紙Ｐは、出力画像として、スタック部１４上に順次
スタックされる。こうして、画像形成装置における一連の画像形成プロセスが完了する。
【００２０】
　以下、本発明の特徴部分である上記定着装置２７の構成について説明する。
【００２１】
（実施形態１）
　図２に本発明の実施形態１に係る定着装置の構成を示す。図２に示すように、定着装置
２７は、定着ローラ６１と、その定着ローラ６１に圧接して配設された加圧ローラ６２を
備える。定着ローラ６１と加圧ローラ６２が互いに圧接された箇所には定着ニップＮが形
成されている。
【００２２】
　定着ローラ６１は、円筒状に形成された金属製の芯材６１１と、その芯材６１１の外周
面を被覆する弾性層６１２と、その弾性層６１２の外周面を被覆する離型層６１３を有す
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る。芯材６１１の内部には、ヒータランプ等の加熱源６３が軸方向に渡って配設されてお
り、加熱源６３が発熱することによって定着ローラ６１が加熱されるようになっている。
また、定着ローラ６１の周囲には、定着ローラ６１の表面温度を検知する温度検知装置６
４が配設してある。図示しない制御装置が、温度検知装置６４が検知した定着ローラ６１
の表面温度に基づいて加熱源６３の発熱量を制御することにより、定着ローラ６１の表面
温度が所定の定着温度となるように構成されている。加圧ローラ６２は、円筒状に形成さ
れた金属製の芯材６２１と、その芯材６２１の外周面を被覆する弾性層６２２と、その弾
性層６２２の外周面を被覆する離型層６２３を有する。
【００２３】
　図３は、定着ローラ６１を軸方向に切断した断面図である。なお、図３において、図２
に示す符号と同一の符号は、図２に示す部材と同一の部材を示す。図３に示すように、定
着ローラ６１は、外周面がクラウン状に形成されたクラウン部６１ａと、外周面が逆クラ
ウン状に形成された逆クラウン部６１ｂを、それぞれ少なくとも１つずつ有している。こ
の場合、定着ローラ６１には、複数のクラウン部６１ａと複数の逆クラウン部６１ｂが軸
方向に交互に連続して配設されており、定着ローラ６１の外周面は、全体として軸方向に
波打つように形成されている。なお、上記「クラウン状」とは軸方向の両端へ向かってロ
ーラの径が小さくなる形状のことをいい、上記「逆クラウン状」とは軸方向の両端へ向か
ってローラの径が大きくなる形状のことをいう。
【００２４】
　また、図３に示すように、定着ローラ６１の弾性層６１２及び離型層６１３は、それぞ
れ軸方向に均一な厚さに形成されている。一方、芯材６１１の厚さは軸方向に渡って変化
するように形成されている。このように、軸方向に厚さが変化した芯材６１１に、均一な
厚さの弾性層６１２及び離型層６１３を被覆させることによって、定着ローラ６１にクラ
ウン部６１ａと逆クラウン部６１ｂを構成している。
【００２５】
　上記のように外周面が波打った芯材６１１に、弾性層６１２を被覆させる方法としては
、円筒状チューブで構成した弾性層６１２を芯材６１１に外嵌する方法や、芯材６１１の
外周面に弾性材を塗布して弾性層６１２を構成する方法などを採用することができる。ま
た、弾性層６１２に離型層６１３を被覆させる方法は、前記弾性層６１２の被覆方法と同
様の方法を採用可能である。
【００２６】
　図４は、加圧ローラ６２を軸方向に切断した断面図である。なお、図４において、図２
に示す符号と同一の符号は、図２に示す部材と同一の部材を示す。図４に示すように、加
圧ローラ６２は、外周面がクラウン状に形成されたクラウン部６２ａと、外周面が逆クラ
ウン状に形成された逆クラウン部６２ｂを、それぞれ少なくとも１つずつ有している。ま
た、加圧ローラ６２においても、複数のクラウン部６２ａと複数の逆クラウン部６２ｂは
軸方向に交互に連続して配設されており、加圧ローラ６２の外周面は、全体として軸方向
に波打つように形成されている。なお、ここでいう「クラウン状」及び「逆クラウン状」
は、上記と同様のことをいう。
【００２７】
　また、図４に示すように、加圧ローラ６２の弾性層６２２及び離型層６２３は、それぞ
れ軸方向に均一な厚さに形成されている。一方、芯材６２１の厚さは軸方向に渡って変化
するように形成されている。このように、軸方向に厚さが変化した芯材６２１に、均一な
厚さの弾性層６２２及び離型層６２３を被覆させることによって、加圧ローラ６２にクラ
ウン部６２ａと逆クラウン部６２ｂを構成している。
【００２８】
　なお、加圧ローラ６２の外周面が波打った芯材６２１に、弾性層６２２を被覆する方法
、及びその弾性層６２２に離型層６２３を被覆する方法としては、上記定着ローラ６１に
おいて説明した方法と同様の方法を採用可能であるので説明を省略する。
【００２９】
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　また、図３及び図４において、クラウン部６１ａ，６２ａ及び逆クラウン部６１ｂ，６
２ｂは、定着ローラ６１及び加圧ローラ６２の少なくとも記録媒体（記録用紙）の最大通
過幅Ｗの全体に対応する部分に渡って配設されているが、クラウン部６１ａ，６２ａ及び
逆クラウン部６１ｂ，６２ｂを、記録媒体の最大通過幅Ｗの一部に対応する部分にのみ配
設してもよい。
【００３０】
　図５は、実施形態１に係る定着ローラ６１と加圧ローラ６２を圧接させた状態の軸方向
の断面図である。なお、この図において加圧ローラ６２を定着ローラ６１へ押圧する手段
は図示していない。図５に示すように、定着ローラ６１のクラウン部６１ａと加圧ローラ
６２の逆クラウン部６２ｂを対応させると共に、定着ローラ６１の逆クラウン部６１ｂと
加圧ローラ６２のクラウン部６２ａを対応させて、定着ローラ６１と加圧ローラ６２を圧
接させている。
【００３１】
　なお、定着ローラ６１と加圧ローラ６２が有するクラウン部６１ａ，６２ａ及び逆クラ
ウン部６１ｂ，６２ｂの個数は、それぞれ１つ以上であれば特に限定しない。ただし、定
着ローラ６１と加圧ローラ６２を圧接させた状態で、全てのクラウン部６１ａ，６２ａに
対して全ての逆クラウン部６１ｂ，６２ｂを対応させることができるように、それぞれの
個数を合わせている。
【００３２】
　また、定着ローラ６１と加圧ローラ６２の対応させるクラウン部６１ａ，６２ａと逆ク
ラウン部６１ｂ，６２ｂは、互いに一致する形状に形成されていることが好ましい。言い
換えれば、定着ローラ６１と加圧ローラ６２に押圧力を付与しないで（無負荷状態で）互
いに接触させた場合に、対応するクラウン部と逆クラウン部との間に隙間が生じないよう
に構成することが好ましい。仮に、定着ローラ６１と加圧ローラ６２を無負荷状態で接触
させた場合に、対応するクラウン部と逆クラウン部との間に隙間が生じていると、各ロー
ラ６１，６２を圧接して負荷状態とした際に、軸方向に渡って定着ニップＮに圧力ムラが
生じ、画像ノイズの発生する虞があるからである。具体的には、定着ローラ６１と加圧ロ
ーラ６２の一方における外周面の軸方向断面がｓｉｎ曲線形状（正弦曲線形状）となって
いる場合、他方の外周面の軸方向断面を前記ｓｉｎ曲線形状と同振幅・同周期長であるが
逆位相のｓｉｎ曲線形状（逆正弦曲線形状）に形成する。なお、上記隙間が生じない範囲
は、少なくとも記録媒体の最大通過幅に渡っていればよい。また、各ローラ６１，６２を
ｓｉｎ曲線形状以外の曲線形状に形成することも可能である。
【００３３】
　また、定着ローラ６１と加圧ローラ６２とを無負荷状態で互いのクラウン部と逆クラウ
ン部を接触させて配設した状態において、軸方向の任意の位置におけるそれぞれの弾性層
の厚みの和は、一定となるように設定することが望ましい。これら弾性層の厚みの和が一
定でない場合は、各ローラ６１，６２の回転方向における圧力ピーク値が軸方向に渡って
異なるため、定着ニップにおいて圧力ムラが生じ、画像ノイズの発生原因となるからであ
る。
【００３４】
　図６は、定着ローラ６１又は加圧ローラ６２のクラウン部６１ａ，６２ａと逆クラウン
部６１ｂ，６２ｂを拡大した図である。図６において、符号Ｓ１はクラウン部６１ａ，６
２ａの頂部Ｑにおける高さ（振幅）を示し、符号Ｓ２は逆クラウン部６１ｂ，６２ｂの底
部Ｕにおける高さ（振幅）を示す。また、同図における符号Ｈは、クラウン部６１ａ，６
２ａの頂部Ｑと逆クラウン部６１ｂ，６２ｂの底部Ｕとの高低差を示している。
【００３５】
　本発明では、定着ローラ６１と加圧ローラ６２を互いに圧接させた負荷状態において、
定着ニップＮにおけるクラウン部と逆クラウン部の上記高低差Ｈは、０．１６ｍｍ以上で
あって０．８ｍｍ以下に設定されることが望ましい。なお、高低差Ｈをこのように設定し
た方が望ましい理由については、下記の本発明の作用・効果の説明において詳しく述べる
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。
【００３６】
　上記負荷状態においては、各ローラ６１，６２の弾性層が圧縮されるため、各ローラ６
１，６２を圧接させない無負荷状態に比べて、上記高低差は小さくなる。一般に、定着ロ
ーラ６１と加圧ローラ６２において、弾性層の圧縮率が２０％を越えると弾性層に塑性変
形が生じ、これが画像ノイズや異音の発生原因となるため、弾性層の圧縮率は通常２０％
以下となるように設定している。本発明の実施形態では、弾性層の圧縮率を２０％と設定
しているため、各ローラ６１，６２を圧接した状態での上記高低差Ｈは、無負荷状態での
高低差Ｈの８０％となる。従って、圧接しない無負荷状態における高低差Ｈは、圧接する
負荷状態における高低差Ｈよりも大きく設定されている。具体的には、弾性層の圧縮率を
２０％に設定した本発明において、無負荷状態での高低差Ｈは負荷状態の高低差（０．１
６ｍｍ～０．８ｍｍ）の１．２５倍になるため、０．２ｍｍ以上であって１ｍｍ以下の範
囲内で設定される。
【００３７】
　また、この実施形態では、定着ローラ６１と加圧ローラ６２における、クラウン部６１
ａ，６２ａの高さ（振幅）Ｓ１と、逆クラウン部６１ｂ，６２ｂの高さ（振幅）Ｓ２は、
同じ値に設定されているため、無負荷状態における各高さＳ１，Ｓ２は、上記無負荷状態
における高低差Ｈ（０．２ｍｍ～１ｍｍ）の２分の１の範囲内に設定される。従って、無
負荷状態における各高さＳ１，Ｓ２は、それぞれ０．１ｍｍ以上であって０．５ｍｍ以下
の範囲内で設定されている。
【００３８】
　また、図５に示すように、定着ローラ６１と加圧ローラ６２は、画像形成装置内に所定
間隔をあけて配設された２つの側板７１，７２の間に、ボールベアリング等の複数の軸受
７３を介して回転可能に取り付けられている。また、各軸受７３は側板７１，７２に対し
て固定されている。
【００３９】
　定着ローラ６１の図の左端部に配設された軸受７３は、定着ローラ６１の外周に形成さ
れた段部７４と抜け止め輪７５によって挟まれて取り付けられている。すなわち、定着ロ
ーラ６１の図の左端部は、軸方向に移動しないように位置決めされている。一方、定着ロ
ーラ６１の図の右端部に配設された軸受７３は、定着ローラ６１に対して軸方向に移動可
能に取り付けられている。従って、定着ローラ６１の図の右端部は、軸方向に変位可能と
なっている。
【００４０】
　また、加圧ローラ６２の図の左端部に配設された軸受７３は、加圧ローラ６２の外周に
形成された段部７６と抜け止め輪７７によって挟まれて取り付けられている。すなわち、
加圧ローラ６２の図の左端部は、上記定着ローラ６１と同様に、軸方向に移動しないよう
に位置決めされている。一方、加圧ローラ６２の図の右端部に配設された軸受７３は、加
圧ローラ６２に対して軸方向に移動可能に取り付けられている。従って、加圧ローラ６２
の図の右端部も、上記定着ローラ６１と同様に、軸方向に変位可能に構成されている。
【００４１】
　このように、定着ローラ６１と加圧ローラ６２は、それぞれの軸方向の同じ側の端部を
、軸方向に位置決めし、その位置決めした端部と反対側の端部を軸方向に変位可能となる
ように構成されている。なお、位置決めする端部又は変位可能な端部は、定着ローラ６１
と加圧ローラ６２の同じ側の端部であれば、どちらの端部であってもよい。
【００４２】
（実施形態２）
　図７に、本発明の実施形態２に係る定着ローラ６１と加圧ローラ６２を示す。図７に示
すように、実施形態２に係る定着ローラ６１及び加圧ローラ６２は、実施形態１の定着ロ
ーラ６１及び加圧ローラ６２と異なり、それぞれの弾性層６１２，６２２の厚さを、軸方
向に渡って変化させている。一方、定着ローラ６１及び加圧ローラ６２の芯材６１１，６
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２１及び離型層６１３，６２３は、それぞれ均一な厚さに形成されている。すなわち、実
施形態２では、弾性層６１２，６２２の厚さを軸方向に渡って変化させることによって、
定着ローラ６１及び加圧ローラ６２に、クラウン部６１ａ，６２ａと逆クラウン部６１ｂ
，６２ｂを構成している。
【００４３】
　また、図７において、定着ローラ６１及び加圧ローラ６２の画像形成装置への取付構造
は図示省略している。この実施形態２に係る各ローラ６１，６２の取付構造、及びその他
の実施形態２に係る構成については、上記本発明の実施形態１と同様であるので説明を省
略する。
【００４４】
　また、本発明の実施形態１及び実施形態２では、芯材６１１，６２１と弾性層６１２，
６２２のいずれか一方の厚さを軸方向に渡って変化させるようにしているが、芯材６１１
，６２１と弾性層６１２，６２２の両方の厚さを軸方向に渡って変化させて、定着ローラ
６１及び加圧ローラ６２に、クラウン部６１ａ，６２ａと逆クラウン部６１ｂ，６２ｂを
構成してもよい（図示省略）。
【００４５】
（実施形態３）
　図８に、本発明の実施形態３に係る定着ローラ６１と加圧ローラ６２を示す。実施形態
３は、上記本発明の実施形態１及び実施形態２と異なり、定着ローラ６１及び加圧ローラ
６２のそれぞれの外周面に、直線部６１ｃ，６２ｃが形成されている。この場合、直線部
６１ｃ，６２ｃは、定着ローラ６１のクラウン部６１ａと加圧ローラ６２の逆クラウン部
６２ｂのそれぞれの一部に形成されている。詳しくは、定着ローラ６１に形成された直線
部６１ｃは、クラウン部６１ａの頂部を構成するように配設され、加圧ローラ６２に形成
された直線部６２ｃは、逆クラウン部６２ｂの底部を構成するように配設されている。さ
らに、これら直線部６１ｃ，６２ｃは、定着ローラ６１又は加圧ローラ６２の軸方向に対
して平行を成すように配設されている。
【００４６】
　また、上記直線部６１ｃ，６２ｃの配設位置や向き等は、図８に示す実施形態に限らず
、様々な配設位置や向き等に設定することが可能である。例えば、図９に示すように、定
着ローラ６１と加圧ローラ６２において、直線部６１ｃ，６２ｃを、クラウン部６１ａ，
６２ａの曲線部と逆クラウン部６１ｂ，６２ｂの曲線部との間に配設し、直線部６１ｃ，
６２ｃによってそれら曲線部同士を滑らかに連結するように構成してもよい。
【００４７】
　また、図８及び図９に示す実施形態においても、上記本発明の実施形態１又は実施形態
２と同様に、芯材６１１，６２１及び弾性層６１２，６２２の少なくとも一方の厚さを軸
方向に渡って変化させることによって、クラウン部６１ａ，６２ａ及び逆クラウン部６１
ｂ，６２ｂを構成することが可能である。
【００４８】
　また、図８及び図９に示す実施形態において、定着ローラ６１及び加圧ローラ６２の画
像形成装置への取付構造は、図示省略している。この実施形態３に係る各ローラ６１，６
２の取付構造、及びその他の構成については、上記本発明の実施形態１と同様であるので
説明を省略する。
【００４９】
（実施形態４）
　図１０に、本発明の実施形態４に係る定着ローラ６１と加圧ローラ６２を示す。実施形
態４は、上記本発明の各実施形態と異なり、定着ローラ６１は弾性層を有していない。す
なわち、定着ローラ６１は、円筒状に形成された金属製の芯材６１１と、その芯材６１１
の外周面を被覆する離型層６１３によって構成されている。また、この場合、定着ローラ
６１の芯材６１１の外周面を軸方向に渡って湾曲させて、クラウン部６１ａと逆クラウン
部６１ｂを形成している。



(13) JP 5531674 B2 2014.6.25

10

20

30

40

50

【００５０】
　一方、加圧ローラ６２は、定着ローラ６１に圧接した際に定着ニップＮを十分に確保す
るため弾性層６２２を有している。なお、図１０に示す加圧ローラ６２は、上記各実施形
態と同様に、芯材６２１と弾性層６２２と離型層６２３とを有するローラによって構成さ
れている。また、この場合、加圧ローラ６２の芯材６２１の外周面を軸方向に渡って湾曲
させて、クラウン部６２ａと逆クラウン部６２ｂを形成している。なお、芯材６２１をス
トレートに形成し、弾性層６２２の厚さを軸方向に異ならせることによってもクラウン部
６２ａと逆クラウン部６２ｂを形成することは可能である。しかし、この場合、弾性層６
２２の厚みが一定でないため、各ローラ６１，６２の回転方向における圧力ピーク値が軸
方向に渡って異なり、定着ニップにおいて圧力ムラが生じ、画像ノイズの発生原因となる
虞がある。そのため、図１０に示すように、弾性層６２２の厚さを軸方向に渡って一定に
することが好ましい。
【００５１】
　また、図１０において、定着ローラ６１及び加圧ローラ６２の画像形成装置への取付構
造は図示省略している。この実施形態４に係る各ローラ６１，６２の取付構造、及びその
他の実施形態４に係る構成については、上記本発明の実施形態１と同様であるので説明を
省略する。
【００５２】
（実施形態５）
　図１１に本発明の実施形態５に係る定着装置の構成を示す。図１１に示す定着装置２７
は、定着ローラ６１と、加圧ベルト６５と、その加圧ベルト６５の内周面を押圧して加圧
ベルト６５を定着ローラ６１に圧接させる押圧部材６６を備える。また、定着ローラ６１
と加圧ベルト６５が互いに圧接された箇所には定着ニップＮが形成されている。
【００５３】
　定着ローラ６１は、図２において説明した本発明の実施形態１と同様に、円筒状に形成
された金属製の芯材６１１と、その芯材６１１の外周面を被覆する弾性層６１２と、その
弾性層６１２の外周面を被覆する離型層６１３を有する。また、定着ローラ６１の内部に
は、ヒータランプ等の加熱源６３が配設してあり、定着ローラ６１の周囲には、定着ロー
ラ６１の表面温度を検知する温度検知装置６４が配設してある。
【００５４】
　加圧ベルト６５はポリイミドフィルム等から成る無端状のベルト部材によって構成され
ている。加圧ベルト６５は、押圧部材６６に張力を作用させない状態で掛け渡され、定着
ローラ６１に従動回転するように構成されている。押圧部材６６は、シリコンゴム等によ
って構成された弾性層６６１と、その弾性層６６１を保持するホルダ６６２を有する。ホ
ルダ６６２は、図示しないバネ等の付勢手段によって定着ローラ６１側へ付勢されている
。
【００５５】
　図１２は、実施形態５に係る定着ローラ６１と加圧ベルト６５の軸方向の断面図である
。図１２に示すように、実施形態５に係る定着ローラ６１は、本発明の実施形態１の定着
ローラ６１と同様に構成されている。従って、図１２に示す定着ローラ６１は、外周面が
クラウン状に形成されたクラウン部６１ａと、外周面が逆クラウン状に形成された逆クラ
ウン部６１ｂを、それぞれ少なくとも１つずつ有している。また、実施形態４に係る定着
ローラ６１においても、芯材６１１及び弾性層６１２の少なくとも一方の厚さを軸方向に
渡って変化させることにより、クラウン部６１ａと逆クラウン部６１ｂを構成することが
可能である。
【００５６】
　一方、押圧部材６６は、加圧ベルト６５を押圧する押圧面６６０に、凸状に形成した凸
面部６６ａと、凹状に形成した凹面部６６ｂを、それぞれ少なくとも１つずつ有している
。この場合、押圧面６６０には、複数の凸面部６６ａと複数の凹面部６６ｂが長手方向に
交互に連続して配設されており、押圧面６６０は、全体として長手方向に波打つように形
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成されている。
【００５７】
　また、図１２に示すように、押圧部材６６は、ホルダ６６２の厚さを長手方向に変化さ
せて、押圧部材６６の押圧面６６０に凸面部６６ａと凹面部６６ｂを構成している。これ
以外に、弾性層６６１の厚さを長手方向に変化させて、あるいは、弾性層６６１とホルダ
６６２の両方の厚さを長手方向に変化させて、凸面部６６ａと凹面部６６ｂを構成するこ
とも可能である。
【００５８】
　また、図１２において、凸面部６６ａと凹面部６６ｂは、押圧部材６６の少なくとも記
録媒体の最大通過幅Ｗの全体に対応する部分に渡って配設されているが、凸面部６６ａと
凹面部６６ｂを、記録媒体の最大通過幅Ｗの一部に対応する部分にのみ配設してもよい。
【００５９】
　押圧部材６６によって加圧ベルト６５を定着ローラ６１へ圧接させた状態で、定着ロー
ラ６１のクラウン部６１ａと押圧部材６６の凹面部６６ｂを対応させて配設すると共に、
定着ローラ６１の逆クラウン部６１ｂと押圧部材６６の凸面部６６ａを対応させて配設し
ている。また、対応するクラウン部６１ａと凹面部６６ｂ、逆クラウン部６１ｂと凸面部
６６ａは、互いに一致する形状に形成されている。このように配設された定着ローラ６１
及び押圧部材６６によって加圧ベルト６５が挟まれることにより、その挟まれた箇所にお
いて、加圧ベルト６５は波打つように形成される。ただし、加圧ベルト６５が定着ローラ
６１と押圧部材６６との挟持から解放された箇所においては、加圧ベルト６５は平坦面状
となっている。
【００６０】
　なお、定着ローラ６１が有するクラウン部６１ａ及び逆クラウン部６１ｂの個数、押圧
部材６６が有する凸面部６６ａ及び凹面部６６ｂの個数は、それぞれ１つ以上であれば特
に限定しない。ただし、押圧部材６６によって加圧ベルト６５を定着ローラ６１へ圧接さ
せた状態で、全てのクラウン部６１ａ及び逆クラウン部６１ｂに対して全ての凸面部６６
ａ及び凹面部６６ｂを対応させることができるように、それぞれの個数を合わせている。
【００６１】
　また、本発明の実施形態５において、定着ローラ６１のクラウン部６１ａ及び逆クラウ
ン部６１ｂ、押圧部材６６の凸面部６６ａ及び凹面部６６ｂのそれぞれの形状は、ｓｉｎ
曲線状や、図８又は図９に示すような一部に直線部を有する形状などに形成することが可
能である。
【００６２】
　また、対応させるクラウン部６１ａと凹面部６６ｂ、及び対応させる逆クラウン部６１
ｂと凸面部６６ａは、互いに一致する形状に形成されていることが好ましい。言い換えれ
ば、定着ローラ６１と押圧部材６６に押圧力を付与しないで（無負荷状態で）互いに接触
させた場合に、対応するクラウン部と凹面部との間、対応する逆クラウン部と凸面部との
間に隙間が生じないように構成することが好ましい。具体的には、定着ローラ６１と押圧
部材６６の一方における外周面の軸方向断面（又は長手方向断面）がｓｉｎ曲線形状（正
弦曲線形状）となっている場合、他方の外周面の軸方向（又は長手方向断面）を前記ｓｉ
ｎ曲線形状と同振幅・同周期長であるが逆位相のｓｉｎ曲線形状（逆正弦曲線形状）に形
成する。なお、上記隙間が生じない範囲は、少なくとも記録媒体の最大通過幅に渡ってい
ればよい。
【００６３】
　また、この実施形態においても、定着ローラ６１と押圧部材６６とを無負荷状態で互い
の凸と凹とを接触させて配設した状態において、軸方向の任意の位置におけるそれぞれの
弾性層の厚みの和は、一定となるように設定することが望ましい。
【００６４】
　また、上記各実施形態と同様に、定着ローラ６１と押圧部材６６とを加圧ベルト６５を
介して互いに圧接させた負荷状態において、定着ニップＮにおける凹凸の高低差は、０．
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１６ｍｍ以上であって０．８ｍｍ以下に設定されることが望ましい。なお、上記実施形態
と同様に、押圧部材６６と定着ローラ２１を圧接した負荷状態において弾性層の圧縮率を
２０％と設定している場合は、無負荷状態での高低差は負荷状態の高低差（０．１６ｍｍ
～０．８ｍｍ）の１．２５倍になるため、０．２ｍｍ以上であって１ｍｍ以下の範囲内で
設定される。
【００６５】
　なお、図１２において、定着ローラ６１と押圧部材６６の画像形成装置に対する取付構
造は図示省略しているが、定着ローラ６１と押圧部材６６は、それぞれの同じ側の端部が
軸方向又は長手方向に位置決めされ、それぞれの位置決めされた端部と反対側の端部が軸
方向又は長手方向に変位可能に構成されている。
【００６６】
　以下、本発明の各実施形態の作用・効果を説明する。
　本発明の実施形態１～４に係る定着装置は、図２に示すように、定着ローラ６１と加圧
ローラ６２を有する。この定着装置によって画像の定着を行う場合は、加熱源６３を発熱
させて、図示しない制御装置が温度検知装置４６の検知温度に基づいて加熱源６３の発熱
量を制御し、定着ローラ６１の表面温度が所定の温度となるようにする。そして、矢印Ｘ
方向に回転する定着ローラ６１と、矢印Ｙ方向に回転する加圧ローラ６２との間に、未定
着のトナー画像Ｔが形成された記録用紙Ｐを矢印Ａ方向に侵入させる。記録用紙Ｐを定着
ローラ６１と加圧ローラ６２の間に侵入させることによって、定着ニップＮにおいて記録
用紙Ｐが加熱及び加圧され、記録用紙Ｐ上の未定着トナー画像Ｔが記録用紙Ｐに定着され
る。
【００６７】
　本発明の実施形態１～４は、クラウン部と逆クラウン部を対応させて定着ローラ６１と
加圧ローラ６２を圧接させているため、定着ニップＮは波打つように湾曲して形成されて
いる（図５、図７～図１０参照）。その湾曲した定着ニップＮに記録用紙Ｐが侵入するこ
とによって、記録用紙Ｐは湾曲する。このように記録用紙Ｐを湾曲させることにより、記
録用紙Ｐの見かけ上の剛性を向上させて定着ニップＮから搬出することができる。これに
より、本発明の定着装置は、記録用紙Ｐを定着ニップＮから搬出する際に、記録用紙Ｐが
定着ローラ６１に巻き付くことを抑制することができ、記録用紙Ｐを良好に搬出すること
が可能となる。
【００６８】
　また、図１１に示す本発明の実施形態５に係る定着装置によって画像の定着を行う場合
は、上記と同様に、定着ローラ６１を所定の表面温度となるように加熱する。そして、矢
印Ｘ方向に回転する定着ローラ６１と、矢印Ｙ方向に従動回転する加圧ベルト６５との間
に、未定着のトナー画像Ｔが形成された記録用紙Ｐを矢印Ａ方向に侵入させ、定着ニップ
Ｎにおいて記録用紙Ｐを加熱及び加圧して、記録用紙Ｐ上の未定着トナー画像Ｔを記録用
紙Ｐに定着させる。
【００６９】
　本発明の実施形態５では、定着ローラ６１のクラウン部６１ａと押圧部材６６の凹面部
６６ｂを対応させて配設すると共に、定着ローラ６１の逆クラウン部６１ｂと押圧部材６
６の凸面部６６ａを対応させて配設して、定着ローラ６１と加圧ベルト６５を互いに圧接
させているため、定着ニップＮは波打つように湾曲して形成される（図１２参照）。従っ
て、この場合も上記と同様に、記録用紙Ｐを定着ニップＮに侵入させることによって、記
録用紙Ｐを湾曲させることができ、記録用紙Ｐの見かけ上の剛性を向上させて定着ニップ
Ｎから搬出することができる。これにより、記録用紙Ｐを定着ニップＮから搬出させる際
に、記録用紙Ｐが定着ローラ６１に巻き付くことを抑制することができる。
【００７０】
　以上のように、本発明の構成によれば、従来と異なり定着ニップを湾曲させることによ
り、記録用紙の見かけ上の剛性を大きくして搬出することができ、記録用紙の分離性を向
上させることが可能である。また、本発明者は、定着ニップの湾曲数と、定着ニップから
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搬出される記録用紙の見かけ上の剛性との関係を調べる試験をした。以下、その試験につ
いて詳しく説明する。
【００７１】
　試験に使用する定着装置として、クラウン部及び逆クラウン部を有する定着ローラと加
圧ローラを備えた本発明の定着装置と、クラウン部及び逆クラウン部を有しない定着ロー
ラと加圧ローラを備えた従来の定着装置を適用した。また、本発明の試験装置は、クラウ
ン部と逆クラウン部をそれぞれ３個ずつ有するタイプと、それぞれ７個ずつ有するタイプ
の２タイプを用意し、本発明の各タイプの試験装置においてクラウン部及び逆クラウン部
の無負荷状態での振幅（高さ）を０．２ｍｍとした。また、試験に使用する全ての定着装
置において、定着ローラの弾性層と加圧ローラの弾性層のそれぞれの厚さを１．７ｍｍに
設定した。そして、各定着装置において、坪量（単位面積当たりの重量）が６４ｇ／ｍ2

、６９ｇ／ｍ2、９０ｇ／ｍ2である各種用紙を搬出したときの各種用紙の見かけ上の剛性
を測定した。
【００７２】
　前記各種用紙の見かけ上の剛性の測定方法について簡単に説明する。まず、図１３に示
すように、記録用紙Ｐを定着ローラ６１と加圧ローラ６２の間の定着ニップＮを通過させ
、記録用紙Ｐの前方の端部に変位測定装置７０からのレーザ光Ｌが照射されたら記録用紙
Ｐの搬送を停止する。停止した記録用紙Ｐの振動が無くなってから、撓んだ記録用紙Ｐに
変位測定装置７０からレーザ光Ｌを照射し、その記録用紙Ｐの変位を測定する。その後、
記録用紙Ｐを所定距離だけ進行させて、再び記録用紙Ｐにレーザ光Ｌを照射し、その変位
を測定する。そして、得られた記録用紙Ｐの変位から記録用紙Ｐの見かけ上の剛性を算出
する。
【００７３】
　図１４に、定着ニップの湾曲数と各種用紙の見かけ上の剛性との関係を示すグラフを図
示する。図１４において、縦軸は記録用紙の見かけ上の剛性を表し、横軸は定着ニップの
湾曲数を表している。ここでは、定着ニップの湾曲数を、クラウン部と逆クラウン部の個
数で表している。具体的には、クラウン部及び逆クラウン部が無い場合は定着ニップの湾
曲数は０、クラウン部と逆クラウン部を３個ずつ有する場合は定着ニップの湾曲数は３と
表している。また、同図において、▲でプロットしたのは坪量が９０ｇ／ｍ2の記録用紙
の測定値、■でプロットしたのは坪量が６９ｇ／ｍ2の記録用紙の測定値、●でプロット
したのは坪量が６４ｇ／ｍ2の記録用紙の測定値である。
【００７４】
　図１４のグラフを見れば、定着ニップの湾曲が０である従来の定着装置を使用した場合
に比べて、定着ニップの湾曲数が３又は７である本発明の定着装置を使用した場合は、各
種用紙の見かけ上の剛性が大きくなっていることが分かる。さらに、定着ニップの湾曲数
が３の場合より７の場合の方が記録用紙の見かけ上の剛性が大きいことから、定着ニップ
の湾曲数が多いほど各種用紙の見かけ上の剛性を大きくする効果があると推察される。な
お、図１４に示す試験結果は、本発明の一実施形態における記録用紙の見かけ上の剛性の
向上効果を示すものであるが、それ以外の本発明の実施形態においても同様の効果を得ら
れる。
【００７５】
　上述したように、クラウン部（又は凸面部）の頂部と、逆クラウン部（又は凹面部）の
底部との高低差は、負荷状態において、０．１６ｍｍ以上であって０．８ｍｍ以下となる
ように設定することが好ましい。この高低差を０．１６ｍｍ以上とするのが好ましいのは
、高低差が０．１６ｍｍ未満となると、定着ニップにおいて記録用紙の湾曲量が少なくな
り、記録用紙を良好に分離させるために必要な記録用紙の見かけ上の剛性が得られなくな
るからである。また、高低差を０．８ｍｍ以下とするのが好ましいのは、高低差が０．８
ｍｍを越えると、クラウン部と逆クラウン部（又は凸面部と凹面部）における回転速度差
が大きくなり記録用紙にシワが発生する虞があるからである。従って、クラウン部（又は
凸面部）と逆クラウン部（又は凹面部）との高低差を上記の範囲に設定することによって
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、記録用紙の見かけ上の剛性を十分に確保して記録用紙の定着ローラへの巻き付きを確実
に抑制することができると共に、記録用紙にシワが発生するのを抑制して良好な画像形成
を行うことが可能となる。
【００７６】
　また、記録用紙にシワを発生させることなく、記録用紙の分離性を確保するには、定着
ローラ６１と加圧ローラ６２のそれぞれのクラウン部と逆クラウン部を軸方向に連続して
形成することが好ましい。クラウン部と逆クラウン部とが互いに離れた位置に配設した場
合など、クラウン部と逆クラウン部を連続して形成していない場合は、記録用紙を搬送す
る際にシワが発生する虞がある。なお、同様の理由で、図１１及び図１２に示す加圧ベル
トを用いた定着装置の実施形態においても、定着ローラ６１のクラウン部と逆クラウン部
を軸方向に連続して配設すると共に、押圧部材６６の凸面部と凹面部を長手方向に連続し
て配設することが好ましい。　　　
【００７７】
また、定着ローラ及び加圧ローラが、クラウン部と逆クラウン部をいずれか１つのみ有す
る場合と、クラウン部と逆クラウン部をそれぞれ１つずつ有する場合において、記録用紙
の分離性を比較する試験を行った。その結果を図１５に示す。　　　
【００７８】
図１５において、（Ａ）はクラウン部と逆クラウン部をいずれか１つのみ有する場合の試
験結果を示し、（Ｂ）はクラウン部と逆クラウン部をそれぞれ１つずつ有する場合の試験
結果を示す。また、図１５（Ａ）（Ｂ）において、縦軸は記録用紙の見かけ上の剛性を表
し、横軸は定着ローラと加圧ローラとを圧接した状態（負荷状態）の定着ニップにおける
クラウン部及び逆クラウン部の高低差を表している。また、同図の（Ａ）（Ｂ）において
、一点鎖線αは、記録用紙を定着ローラに対して良好に分離することができる場合とでき
ない場合を分ける記録用紙の見かけ上の剛性の境界線を示し、一点鎖線βは、記録用紙に
シワが発生する虞がある場合とその虞がない場合を分けるクラウン部と逆クラウン部の高
低差の境界線を示す。詳しくは、記録用紙の見かけ上の剛性が境界線αより大きい場合、
記録用紙は良好に分離することができ、反対に見かけ上の剛性が境界線αより小さい場合
は、記録用紙を良好に分離することができない。また、クラウン部及び逆クラウン部の高
低差が境界線βより大きい場合は、記録用紙にシワが発生し、反対に高低差が境界線βよ
り小さい場合は、記録用紙にシワが発生しない。　　　
【００７９】
図１５（Ａ）に示すように、クラウン部と逆クラウン部をいずれか１つのみ有する場合は
、記録用紙の見かけ上の剛性を境界線αより大きくして記録用紙を良好に分離するために
は、上記高低差を約１．６ｍｍより大きく設定しなければならず、記録用紙にシワが発生
することが危惧される。これに対し、図１５（Ｂ）に示すクラウン部と逆クラウン部をそ
れぞれ１つずつ有する場合は、図１５（Ａ）と同じ高低差の値であっても、記録用紙の見
かけ上の剛性が大幅に向上していることが分かる。そのため、クラウン部と逆クラウン部
をそれぞれ１つずつ有する場合は、図１５（Ｂ）に示すように、記録用紙の見かけ上の剛
性を境界線αより大きく設定しつつ、かつ、クラウン部と逆クラウン部の高低差を記録用
紙にシワの発生しない約０．７２ｍｍ～約０．８ｍｍの範囲内で設定することが可能とな
る。従って、クラウン部と逆クラウン部をそれぞれ１つずつ有する場合は、記録用紙の良
好な分離性と、記録用紙にシワを発生させない良好な画像形成の両方を実現することがで
きる。　　　
【００８０】
以上のように、クラウン部と逆クラウン部をそれぞれ１つずつ有する場合は、クラウン部
と逆クラウン部をいずれか１つのみ有する場合に比べて、記録用紙の見かけ上の剛性を向
上させる効果が著しく大きくなる。そのため、本発明は、定着ローラ及び加圧ローラが、
クラウン部と逆クラウン部をそれぞれ少なくとも１つずつ有していることを特徴としてい
る。また、上述したように、クラウン部と逆クラウン部の個数を増やすことにより、記録
用紙の見かけ上の剛性を一層高めることができ、分離性をさらに向上させることが可能で
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ある。　　　
【００８１】
なお、図１５に示す試験結果は、本発明の一実施形態における記録用紙の見かけ上の剛性
の向上効果を示すものであるが、それ以外の本発明の実施形態においても同様の効果を奏
することが可能である。　　　
【００８２】
ところで、既に開示されている特開２００５－３５２２９７号公報、特公平７－１０４６
３６号公報、特許３１１９４０５号公報、特許３２６７４１６号公報等に記載された定着
ローラと加圧ローラは、一方がクラウン部又は逆クラウン部を有するローラで構成され、
他方はストレート状のローラで構成されている。この場合、定着ローラと加圧ローラを圧
接させると、ストレート状の面に、クラウン形状又は逆クラウン形状の曲面が圧接される
ため、定着ニップにおいて接触圧の高い部分と低い部分が生じ、軸方向に渡って接触圧の
ばらつきが大きくなる。このように定着ニップにおいて接触圧のばらつきが大きいと、画
像を定着する際、接触圧が大きい箇所を通過した画像部分は光沢度が高くなり、接触圧が
小さい箇所を通過した画像部分は光沢度が低くなる傾向にあるため、画像の光沢度ムラが
生じ良好な画像形成ができなくなる不具合が生じる。　　　
【００８３】
これに対し、本発明の実施形態１～４に係る定着装置は、クラウン部と逆クラウン部を対
応させて、定着ローラと加圧ローラを配設している。また、本発明の実施形態５に係る定
着装置は、クラウン部と凹面部を対応させると共に逆クラウン部と凸面部を対応させて、
定着ローラと押圧部材を配設している。このように、本発明は、クラウン部又は凸面部か
ら成る凸形状と、逆クラウン部又は凹面部から成る凹形状を、対応させて定着ニップを形
成しているため、定着ニップにおける接触圧のばらつきを抑制して、接触圧を均一にする
ことが可能である。これにより、画像の光沢度ムラを抑制して良好な画像形成を実現する
ことが可能である。
【００８４】
　また、上述のように、定着ローラ６１と加圧ローラ６２を無負荷状態で互いに接触させ
た場合に、対応するクラウン部と逆クラウン部との間に隙間が生じないように構成するこ
とにより、各ローラ６１，６２を圧接して負荷状態とした際に、軸方向に渡って定着ニッ
プに圧力ムラが生じるのを抑制することができる。これにより、画像ノイズの発生を抑制
することができると共に、記録用紙の分離性を確保することが可能である。また、このこ
とは、図１１及び図１２に記載の加圧ベルトを用いた定着装置の実施形態においても同様
である。従って、この実施形態例においても、定着ローラ６１と押圧部材６６を無負荷状
態で互いに接触させた場合に、対応するクラウン部と凹面部との間、対応する逆クラウン
部と凸面部との間に隙間が生じないように構成することが好ましい。
【００８５】
　さらに、定着ローラ６１と加圧ローラ６２とを無負荷状態で互いのクラウン部と逆クラ
ウン部を接触させて配設した状態において、軸方向の任意の位置におけるそれぞれの弾性
層の厚みの和を、一定に設定することによって、各ローラ６１，６２の回転方向における
圧力ピーク値を軸方向に渡って一定にすることが可能である。これによっても、定着ニッ
プにおいて圧力ムラの発生を抑えることができ、画像ノイズの発生を抑制することが可能
となる。なお、同様の理由で、加圧ベルトを用いた定着装置の実施形態においても、定着
ローラ６１と押圧部材６６とを無負荷状態で互いの凸と凹を接触させて配設した状態で、
軸方向の任意の位置におけるそれぞれの弾性層の厚みの和は、一定となるように設定する
ことが好ましい。　　　
【００８６】
また、本発明の実施形態１～４に係る定着装置において、定着ローラを定着温度まで上昇
させると、定着ローラは熱膨張によって軸方向に伸長する。この定着ローラの伸長によっ
て互いに対応して配設したクラウン部と逆クラウン部が位置ずれすると、定着ニップにお
いて接触圧のばらつきが大きくなる虞がある。その虞を解消するため、本発明は、定着ロ
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ーラと加圧ローラのそれぞれの同じ側の端部を軸方向に位置決めすると共に、それぞれの
位置決めされた端部と反対側の端部を軸方向に変位可能に構成している（図５参照）。こ
れにより、定着ローラに熱膨張による伸長が生じても、定着ローラと加圧ローラを軸方向
の同じ端部側に伸長（変位）させて、クラウン部と逆クラウン部との間の位置ずれを抑制
することができ、定着ニップにおける接触圧にばらつきが生じるのを抑制することが可能
である。　　　
【００８７】
また、同様に、本発明の実施形態５に係る定着装置においても、定着ローラと押圧部材の
それぞれの同じ側の端部を位置決めすると共に、それと反対側の端部を変位可能に構成す
ることによって、定着ローラの熱膨張による定着ニップの接触圧のばらつきを抑制するこ
とが可能である。　　　
【００８８】
　本発明においては、トナーに含まれるずり緩衝剤の割合がトナー全量中１２質量％以上
であるトナーを用いる。トナー中のずり緩衝剤の割合は、トナー全量中１５質量％以上で
あることが好ましく、１７．５質量％以上であることがより好ましく、さらに好ましくは
２０質量％以上である。トナー中のずり緩衝剤の割合の上限は３５質量％程度である。
　１２質量％以上のずり緩衝剤をトナーに含有させることにより、記録媒体上のトナーが
、クラウン形状になっている部分の定着ローラ表面から受けるずり力が低減されるので、
定着ニップにおいて定着ローラがクラウン形状になっている部分の画像光沢低下が抑制さ
れる。１２質量％以上のずり緩衝剤を含有するトナーにより、記録媒体上のトナーと定着
ローラ表面との間に低粘度の薄層が形成され、ずり力を逃がすことができる。
【００８９】
　ずり緩衝剤としては、定着時には流動する化合物であって、トナーに用いる結着樹脂と
は相溶しないような物質が挙げられる。ここで流動する状態とは液体状態や液晶状態であ
り、液晶状態としてはネマチック相やツイストネマチック相が低粘度であるため好ましい
。固体状態から流動状態へ変化する転移温度は、５０～１００℃にあるのが好ましく、６
０～９０℃がさらに好ましい。５０℃を下回ると、特に高温下でのトナーの保存安定性に
問題を生ずるおそれがあり、１００℃を上回るとずり力を逃す効果が見られなくなる。ま
た、流動状態での粘度は１００ｍＰａ・ｓ（１００ｃＰ）以下であることが好ましい。
　ずり緩衝剤の具体例としては、固体状態からネマチック状態もしくはツイストネマチッ
ク状態への転移温度が５０～１００℃の範囲にある液晶性化合物、融点が５０～１００℃
であるワックス（カルナウバワックス、ライスワックス、石油系ワックス、フィッシャー
トロプシュワックス、合成エステルワックスなど）、脂肪酸、高級アルコール及びシリコ
ーンオイルなどが挙げられる。
　トナー中に上記の範囲のずり緩衝剤を含有させる方法としては、溶解懸濁法、懸濁重合
法、乳化会合法などの既知の湿式造粒法において、ずり緩衝剤を多く含有させる方法、混
練粉砕法において、オープンロールなどの混練能力の高い混練機を用い、大量にずり緩衝
剤を微分散させる方法などが挙げられる。
【００９０】
　１２質量％以上のずり緩衝剤を含有するトナーにより、記録媒体上のトナーが、クラウ
ン形状になっている部分の定着ローラ表面から受けるずり力を低減する方法に加えて、記
録媒体上のトナーがクラウン形状になっている部分の定着ローラ表面から受けるずり力に
対してトナーの凝集力を高める方法を併用することが好ましい。
　この方法は、定着溶融時におけるトナーが十分な弾性を持つようにする方法であり、具
体的には、１５０℃における貯蔵弾性率〔Ｇ’（１５０）〕を１．０×１０４Ｐａ・ｓ以
上とする。１５０℃における貯蔵弾性率〔Ｇ’（１５０）〕は、好ましくは１．３×１０
４Ｐａ・ｓ以上、より好ましくは１．５×１０４Ｐａ・ｓ以上である。
　定着溶融時にトナーに十分な弾性を持たせるためには、結着樹脂中に高分子量の樹脂や
架橋構造を有する樹脂を存在させることが好ましい。
【００９１】
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（トナーの製造方法について）
　上記のようなトナーを得るためには、トナーを構成する結着樹脂に、架橋点間距離の長
い架橋成分を十分に多く存在させることが必要になる。
　トナー中に架橋構造を持たせる方法としては、トナー粒子を得る過程で結着樹脂中に架
橋構造を形成するのがよく、具体的には、溶解懸濁法において、懸濁液的中で分岐構造を
有する樹脂を伸長させていく方法（例えばエステル伸長法）、懸濁重合法において、架橋
点間距離のある程度長い多官能モノマーやマクロモノマーを導入して架橋構造を形成する
方法、乳化凝集法においても、架橋点間距離のある程度長い多官能モノマーやマクロモノ
マーを導入して架橋構造を形成する方法や、凝集させるのに多価のイオンを用い金属架橋
を積極的に導入する方法などが考えられる。
【００９２】
（溶解懸濁法）
　溶解懸濁法を用いてトナーを製造する方法としては、少なくとも、樹脂及び着色剤から
なるトナー組成物を、有機溶媒に溶解又は分散させることにより得られる溶解液又は分散
液を、分散剤の存在する水性溶媒中で、通常の撹拌機、ホモミキサー、ホモジナイザー等
を用いて、所望の粒度分布を有するトナーが得られるように分散させた後、有機溶媒を除
去することによりトナースラリーを得る方法が挙げられる。トナーは、公知の方法に従い
、洗浄・濾過により回収し、乾燥させることにより単離することができる。
【００９３】
＜使用される樹脂について＞
　溶解懸濁法では、溶媒に溶解させることができる樹脂であれば製造上利用することがで
きる。具体的には、従来よりトナーに用いられている樹脂が挙げられ、ポリエステル樹脂
、スチレン－アクリル樹脂、ポリオール樹脂、ビニル系樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキ
シ樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ケイ素系樹脂、フェノール樹脂、メラミン樹
脂、尿素樹脂、アニリン樹脂、アイオノマー樹脂、ポリカーボネート樹脂などがある。定
着性の観点から、ポリエステル樹脂が好適に用いられる。
　また、本発明の範囲の粘弾性特性を有するトナーを得るためには、ポリエステル樹脂の
末端にイソシアネート基を有するイソシアネート変性ポリエステル樹脂を用い、トナーの
製造過程でイソシアネート基同士を反応させて伸長させてトナー中に適度な架橋構造を持
たせることが好ましい。
【００９４】
＜イソシアネート変性ポリエステル＞
　イソシアネート変性ポリエステルとしては、ポリオール（１）とポリカルボン酸（２）
の重縮合物でかつ活性水素基を有するポリエステルをさらにポリイソシアネート（３）と
反応させたものなどが挙げられる。上記ポリエステルの有する活性水素基としては、水酸
基（アルコール性水酸基及びフェノール性水酸基）、アミノ基、カルボキシル基、メルカ
プト基などが挙げられ、これらのうち好ましいものはアルコール性水酸基である。
【００９５】
＜ポリオール＞
　ポリオール（１）としては、ジオール（１－１）と３価以上のポリオール（１－２）が
挙げられ、（１－１）単独、または（１－１）と少量の（１－２）の混合物が好ましい。
　ジオール（１－１）としては、アルキレングリコール（エチレングリコール、１，２－
プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，
６－ヘキサンジオールなど）；アルキレンエーテルグリコール（ジエチレングリコール、
トリエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリプロ
ピレングリコール、ポリテトラメチレンエーテルグリコールなど）；脂環式ジオール（１
，４－シクロヘキサンジメタノール、水素添加ビスフェノールＡなど）；ビスフェノール
類（ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳなど）；上記脂環式ジオー
ルのアルキレンオキサイド（エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキ
サイドなど）付加物；上記ビスフェノール類のアルキレンオキサイド（エチレンオキサイ
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ド、プロピレンオキサイド、ブチレンオキサイドなど）付加物などが挙げられる。
　これらのうち好ましいものは、炭素数２～１２のアルキレングリコール及びビスフェノ
ール類のアルキレンオキサイド付加物であり、特に好ましいものはビスフェノール類のア
ルキレンオキサイド付加物、及びこれと炭素数２～１２のアルキレングリコールとの併用
である。
　３価以上のポリオール（１－２）としては、３～８価またはそれ以上の多価脂肪族アル
コール（グリセリン、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリ
トール、ソルビトールなど）；３価以上のフェノール類（トリスフェノールＰＡ、フェノ
ールノボラック、クレゾールノボラックなど）；上記３価以上のポリフェノール類のアル
キレンオキサイド付加物などが挙げられる。
【００９６】
＜ポリカルボン酸＞
　ポリカルボン酸（２）としては、ジカルボン酸（２－１）と３価以上のポリカルボン酸
（２－２）が挙げられ、（２－１）単独、または（２－１）と少量の（２－２）の混合物
が好ましい。
　ジカルボン酸（２－１）としては、アルキレンジカルボン酸（コハク酸、アジピン酸、
セバシン酸など）；アルケニレンジカルボン酸（マレイン酸、フマール酸など）；芳香族
ジカルボン酸（フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ナフタレンジカルボン酸など）
などが挙げられる。これらのうち好ましいものは、炭素数４～２０のアルケニレンジカル
ボン酸及び炭素数８～２０の芳香族ジカルボン酸である。
　３価以上のポリカルボン酸（２－２）としては、炭素数９～２０の芳香族ポリカルボン
酸（トリメリット酸、ピロメリット酸など）などが挙げられる。なお、ポリカルボン酸（
２）としては、上述のものの酸無水物または低級アルキルエステル（メチルエステル、エ
チルエステル、イソプロピルエステルなど）を用いてポリオール（１）と反応させてもよ
い。
【００９７】
＜ポリオールとポリカルボン酸の比＞
　ポリオール（１）とポリカルボン酸（２）の比率は、水酸基［ＯＨ］とカルボキシル基
［ＣＯＯＨ］の当量比［ＯＨ］／［ＣＯＯＨ］として、通常２／１～１／１、好ましくは
１．５／１～１／１、さらに好ましくは１．３／１～１．０２／１である。
【００９８】
＜ポリイソシアネート＞
　ポリイソシアネート（３）としては、脂肪族ポリイソシアネート（テトラメチレンジイ
ソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、２，６－ジイソシアナトメチルカプロ
エートなど）；脂環式ポリイソシアネート（イソホロンジイソシアネート、シクロヘキシ
ルメタンジイソシアネートなど）；芳香族ジイソシアネート（トリレンジイソシアネート
、ジフェニルメタンジイソシアネートなど）；芳香脂肪族ジイソシアネート（α，α，α
′，α′－テトラメチルキシリレンジイソシアネートなど）；イソシアヌレート類；前記
ポリイソシアネートをフェノール誘導体、オキシム、カプロラクタムなどでブロックした
もの；及びこれら２種以上の併用が挙げられる。
【００９９】
＜イソシアネート基と水酸基の比＞
　ポリイソシアネート（３）の比率は、イソシアネート基［ＮＣＯ］と、水酸基を有する
ポリエステルの水酸基［ＯＨ］の当量比［ＮＣＯ］／［ＯＨ］として、通常５／１～１／
１、好ましくは４／１～１．２／１、さらに好ましくは２．５／１～１．５／１である。
［ＮＣＯ］／［ＯＨ］が５を超えると残留するポリイソシアネート化合物がトナーの帯電
性に悪影響を及ぼす。
【０１００】
＜伸長剤＞
　イソシアネート変性ポリエステルを伸長させるために、伸長剤としてアミン類（Ｂ）を
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用いてもよい。
　アミン類（Ｂ）としては、ジアミン（Ｂ１）、３価以上のポリアミン（Ｂ２）、アミノ
アルコール（Ｂ３）、アミノメルカプタン（Ｂ４）、アミノ酸（Ｂ５）、及びＢ１～Ｂ５
のアミノ基をブロックしたもの（Ｂ６）などが挙げられる。
　ジアミン（Ｂ１）としては、芳香族ジアミン（フェニレンジアミン、ジエチルトルエン
ジアミン、４，４′ジアミノジフェニルメタン、テトラフルオロ－ｐ－キシリレンジアミ
ン、テトラフルオロ－ｐ－フェニレンジアミンなど）、脂環式ジアミン（４，４′－ジア
ミノ－３，３′ジメチルジシクロヘキシルメタン、ジアミンシクロヘキサン、イソホロン
ジアミンなど）及び脂肪族ジアミン（エチレンジアミン、テトラメチレンジアミン、ヘキ
サメチレンジアミン、ドデカフルオロヘキシレンジアミン、テトラコサフルオロドデシレ
ンジアミンなど）などが挙げられる。
　３価以上のポリアミン（Ｂ２）としては、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラ
ミンなどが挙げられる。
　アミノアルコール（Ｂ３）としては、エタノールアミン、ヒドロキシエチルアニリンな
どが挙げられる。
　アミノメルカプタン（Ｂ４）としては、アミノエチルメルカプタン、アミノプロピルメ
ルカプタンなどが挙げられる。
　アミノ酸（Ｂ５）としては、アミノプロピオン酸、アミノカプロン酸などが挙げられる
。
　Ｂ１～Ｂ５のアミノ基をブロックしたもの（Ｂ６）としては、前記Ｂ１～Ｂ５のアミン
類とケトン類（アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンなど）から得ら
れるケチミン化合物、オキサゾリン化合物などが挙げられる。
　これらアミン類（Ｂ）のうち好ましいものは、Ｂ１及びＢ１と少量のＢ２の混合物であ
る。
【０１０１】
＜アミノ基とイソシアネート基の比率＞
　アミン類（Ｂ）の比率は、イソシアネート変性ポリエステル中のイソシアネート基［Ｎ
ＣＯ］と、アミン類（Ｂ）中のアミノ基［ＮＨｘ］の当量比［ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］とし
て、通常１／２～２／１、好ましくは１．５／１～１／１．５、さらに好ましくは１．２
／１～１／１．２である。［ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］が２を超えたり、１／２未満では、イ
ソシアネート変性ポリエステルの伸長反応が十分に進行せず、本発明の粘弾性特性が得ら
れないおそれがある。
【０１０２】
＜イソシアネート変性ポリエステルの併用に関して＞
　イソシアネート変性ポリエステルは、１種類のみ用いてもよいが、例えば１種類以上の
直鎖上のイソシアネート変性ポリエステルと、１種類以上の分岐構造を有するイソシアネ
ート変性ポリエステルを組み合わせて使用することにより、トナーの粘弾性設計を好まし
く行うことができる。特にトナー中に架橋点間距離を広く取った架橋構造を均一に存在さ
せるためには、分岐構造を有するイソシアネート変性ポリエステルは比較的低分子量に設
計し、それとともに直鎖上のイソシアネート変性ポリエステルを併用するのが好ましい。
イソシアネート変性ポリエステルの分子鎖を長く設計すると、トナーの熱特性が悪化する
ことがあるからである。その原因としては、トナー製造過程の油相中において分子鎖がラ
ンダムコイル状に収縮し、局所的に架橋構造を形成するか、分子内でイソシアネート基が
反応を完結してしまい、トナー全体にわたって架橋構造を持たせることができないためで
あると考えられる。
＜未変性ポリエステル＞
　本発明においては、イソシアネート変性ポリエステルとともに、イソシアネート変性さ
れていないポリエステル（未変性ポリエステル）を用いてもよい。未変性ポリエステルを
用いることにより、トナーの粘弾性の設計がより行いやすくなる。未変性ポリエステルと
しては、前述のポリオール（１）とポリカルボン酸（２）との重縮合物などが挙げられる
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【０１０３】
＜有機溶媒＞
　有機溶媒は、容易に除去することを可能とするため、沸点が１００℃未満であるものを
用いることが好ましい。このような有機溶媒としては、トルエン、キシレン、ベンゼン、
四塩化炭素、塩化メチレン、１，２－ジクロロエタン、１，１，２－トリクロロエタン、
トリクロロエチレン、クロロホルム、モノクロロベンゼン、ジクロロエチリデン、酢酸メ
チル、酢酸エチル、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン等が挙げられ、単独又
は２種以上を組合せて用いることができる。
　水性溶媒は、水単独でもよいが、水と混和可能な溶媒を併用することもできる。混和可
能な溶媒としては、メタノール、イソプロパノール、エチレングリコール等のアルコール
、ジメチルホルムアミド、テトラヒドロフラン、メチルセロソルブ等のセロソルブ類、ア
セトン、メチルエチルケトン等の低級ケトン類等が挙げられる。トナー材料１００質量部
に対する水性溶媒の使用量は、通常、５０～２０００質量部であり、１００～１０００質
量部が好ましい。水性溶媒の使用量が５０質量部未満では、トナー材料の分散状態が悪く
なるおそれがある。また、２０００質量部を超えると経済的でない。
＜無機分散剤＞
　無機分散剤としては、リン酸三カルシウム、リン酸マグネシウム、リン酸アルミニウム
、リン酸亜鉛、炭酸マグネシウム、水酸化カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化アル
ミニウム、メタケイ酸カルシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、ベントナイト、アル
ミナ、炭酸カルシウム、酸化チタン、コロイダルシリカ及びヒドロキシアパタイト等を用
いることができる。
【０１０４】
（乳化凝集法）
　乳化凝集法を用いてトナーを製造する方法としては、少なくとも樹脂微粒子を水系媒体
中に分散してなる樹脂分散体を、着色剤の分散体、少なくともワックスを有するワックス
の分散体等と凝集、融着させることによりトナースラリーを得る方法が挙げられる。トナ
ーは、公知の方法に従い、洗浄・濾過により回収し、乾燥することにより単離することが
できる。
　樹脂分散体中の樹脂微粒子に用いられる樹脂は、トナー用結着樹脂として公知のものが
使用でき、具体的にはポリエステル樹脂、スチレンアクリル樹脂、ポリオール樹脂などが
挙げられる。分散体としての樹脂の設計のしやすさという観点から、重合反応の制御が容
易な乳化重合を行うことができるスチレン－アクリル樹脂が好ましい。
　乳化重合による樹脂分散体を得る方法としては、少なくとも、モノマーを乳化剤を用い
て水性溶媒中で乳化させ、重合開始剤を用いて重合すればよい。
【０１０５】
　乳化重合で使用されるモノマーとしては、ビニル系モノマーを挙げることができる。ビ
ニル系モノマーとしては、スチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－スチレンスルホン酸、ｐ
－クロロスチレン、ｐ－カルボキシスチレン、α－メチルスチレン等のスチレン及びその
誘導体、ビニルナフタレン、塩化ビニル、臭化ビニル、フッ化ビニル、酢酸ビニル、プロ
ピオン酸ビニル、ベンゾエ酸ビニル、酪酸ビニル等のビニルエステル類、（メタ）アクリ
ル酸、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロ
ピル、（メタ）アクリル酸イソプロピル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル
酸ｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）ア
クリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸ドデシル
、（メタ）アクリル酸ステアリル、（メタ）アクリル酸ベヘニル等の（メタ）アクリル酸
及びそのエステル、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ
）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジブチル（メタ）アクリルアミド等の（メタ）アクリルアミ
ド、マレイン酸、無水マレイン酸、マレイン酸モノエステル、マレイン酸ジエステル、イ
タコン酸及びそのエステル、各種ビニルエステル等が挙げられる。この中で反応形態上、
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水にある程度の溶解性を有するものが好ましい。さらに、後述の凝集過程において金属カ
チオンとのイオン架橋部位を形成させるためには、アニオン性官能基を有するモノマーを
用いるのが好ましく、その具体例としては、（メタ）アクリル酸、マレイン酸、無水マレ
イン酸、マレイン酸モノエステル、イタコン酸、イタコン酸モノエステル、ｐ－スチレン
スルホン酸が挙げられる。
　また、樹脂中に共有結合による架橋構造を形成させるためには、ジビニルベンゼン、１
，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，１０－デカンジオールジアクリレート等の
多官能モノマーを併用するとよく、架橋点間距離がある程度長い１，６－ヘキサンジオー
ルジアクリレート、１，１０－デカンジオールジアクリレートがこの中では好ましい。
【０１０６】
　乳化剤としては、公知のものを用いることができ、アルキル硫酸ナトリウム、アルキル
ベンゼンスルホン酸ナトリウム、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸ナトリウム、
アルキルナフタレンスルホン酸ナトリウム、ジアルキルスルホコハク酸ナトリウム、アル
キルジフェニルエーテルジスルホン酸ナトリウム等のアニオン性乳化剤、ポリオキシエチ
レンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンアルケニルエーテル、ポリオキシプロピルア
ルキルエーテル、ゾルビタン脂肪酸エステル等のノニオン性乳化剤、アルキルトリメチル
アンモニウムクロリド、ジアルキルジメチルアンモニウムクロリド等のカチオン性乳化剤
、アルキルベタイン等の両性乳化剤等が挙げられる。中でも、アニオン性乳化剤が乳化安
定性に優れるため好ましい。また、親水基及び重合可能な官能基の両方を有する反応性乳
化剤を用いることにより、重合された分散体の分散状態を安定にすることもできる。
【０１０７】
　重合開始剤としては、公知のものを用いることができ、過硫酸アンモニウム、過硫酸カ
リウム、過硫酸ナトリウム、過酸化水素、４，４’－アゾビス（４－シアノ吉草酸）及び
その塩、２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）塩等の水溶性の重合開始剤、２，
２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（イソブチロ
ニトリル）、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２’－
アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）、アゾビス（イソブチロニ
トリル）等のアゾ系又はジアゾ系重合開始剤、過酸化ベンゾイル、メチルエチルケトンペ
ルオキシド、ジイソプロピルペルオキシカーボネート、クメンヒドロペルオキシド、２，
４－ジクロロベンゾイルペルオキシド、過酸化ラウロイル等の油溶性の重合開始剤等が挙
げられる。
　この中で、水溶性の重合開始剤、もしくは水溶性の重合開始剤と油溶性の重合開始剤の
併用が好ましい。
【０１０８】
　樹脂微粒子を水系媒体中に分散してなる樹脂分散体、着色剤の分散体、少なくともワッ
クスを有するワックスの分散体等を凝集させる過程では、金属塩を凝集剤として用いる。
この凝集過程で金属塩中の金属カチオンは樹脂微粒子のアニオン性官能基と塩を形成する
が、多価の金属カチオンの金属塩を用いると金属カチオンは複数のアニオン性官能基と塩
を形成して金属架橋点を形成することができ、本発明における好適な粘弾性特性のトナー
を得ることができる。多価の金属カチオンの金属塩としては、塩化カルシウム、塩化亜鉛
、硫酸銅、硫酸マグネシウム、硫酸マンガン等の２価の金属塩、水酸化アルミニウム、塩
化アルミニウム、塩化鉄等の３価の金属塩が挙げられる。この中で、３価の金属塩を用い
るのが好ましい。
　金属架橋点を多く導入する場合、トナーの強靭性が高まりすぎ、定着時に十分に溶融で
きず紙などへの定着強度が十分ではなくなる。その場合には、金属架橋構造をとりにくい
樹脂を共存させることにより、定着時にはその樹脂が溶融、紙へ含浸してアンカリングす
ることにより定着機能も同時に持たせることが可能となる。金属架橋構造をとりにくい樹
脂としては、具体的にはアニオン性官能基を有さない、もしくはアニオン性官能基の少な
い樹脂などが挙げられる。アニオン性官能基は、たとえばアクリル酸、メタクリル酸、マ
レイン酸、イタコン酸などに由来するカルボキシル基、ｐ－スチレンスルホン酸塩、２－
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アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸などのモノマーや過硫酸カリウム、過硫
酸アンモニウムなどの開始剤に由来するスルホニル基があるが、これらのモノマーや開始
剤を使用しない、もしくは使用量を抑えることにより、金属架橋構造をとりにくい樹脂を
得ることができる。
【０１０９】
（懸濁重合法）
　懸濁重合法を用いてトナーを製造する方法としては、モノマー中に着色剤、重合開始剤
、その他の添加剤を加え、ホモジナイザー、超音波分散機等を用いて均一に溶解又は分散
させた溶解液又は分散液を、通常の撹拌機、ホモミキサー、ホモジナイザー等を用いて、
分散安定剤を含有する水性溶媒中で分散させ、重合する方法が挙げられる。モノマーの液
滴が所望のトナーの粒子径を有するように撹拌速度及び時間を調整し、造粒することが好
ましい。その後は、分散安定剤の作用により、粒子状態が維持され、粒子が沈降しないよ
うに撹拌すればよい。重合温度は、通常、４０℃以上であり、５０～９０℃が好ましい。
また、重合反応の後半に昇温してもよい。さらに、トナーを定着させる際の臭気の原因等
となる未反応のモノマー、副生成物等を除去するために、重合反応の後半又は終了後に、
水性溶媒を留去してもよい。重合反応の終了後に、生成したトナーは、洗浄・濾過により
回収し、乾燥させる。
【０１１０】
　懸濁重合法に用いられるモノマーとしては、乳化重合法と同様のものが挙げられるほか
、懸濁重合では水相を経由するモノマーの移動は必要ないため、水溶性の低い、若しくは
水溶性のないモノマーも使用できる。さらに、分子量の大きいモノマー、いわゆるマクロ
モノマーも使用可能である。
　さらに、架橋構造を形成させるために用いる多官能モノマーも乳化重合法と同様のもの
が使用できるが、前述の理由と同じく分子量の大きい多官能モノマーも使用できる。より
具体的には、末端残基として水酸基が残るようにモノマー比率を調整して重合したポリエ
ステルに、アクリル酸、メタクリル酸などのカルボン酸を有するビニルモノマーを反応さ
せてできる、末端が（メタ）アクリロイル基のポリエステルを多官能ポリエステルとして
使用してもよい。
【０１１１】
　分散安定剤としては、無機化合物として、リン酸三カルシウム、リン酸マグネシウム、
リン酸アルミニウム、リン酸亜鉛、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、水酸化カルシウ
ム、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム、メタケイ酸カルシウム、硫酸カルシウム
、硫酸バリウム、ベントナイト、シリカ、アルミナ等が挙げられる。有機化合物としては
、ポリビニルアルコール、ゼラチン、メチルセルロース、メチルヒドロキシプロピルセル
ロース、エチルセルロース、カルボキシメチルセルロースのナトリウム塩、ポリアクリル
酸及びその塩、デンプン等が挙げられる。これらは、水性溶媒に分散させて用いることが
できる。なお、分散安定剤は、モノマーに対して、０．２～２０質量％を添加することが
好ましい。分散安定剤として、無機化合物を用いる場合、市販のものをそのまま用いても
よいが、細かい粒子を得るために、分散媒体中で無機化合物の微粒子を生成してもよい。
例えば、リン酸三カルシウムの場合、高速撹拌下において、リン酸ナトリウム水溶液と塩
化カルシウム水溶液を混合するとよい。
　重合開始剤も乳化重合法と同様のものが使用できるが、好ましいものは油溶性の重合開
始剤、もしくは油溶性の重合開始剤と水溶性の重合開始剤の併用である。
【実施例】
【０１１２】
（実施例１）
（トナー１の製造）
＜シアン着色剤分散液＞
　シアン顔料であるＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３　５０質量部（以下、「部」と記
す）及びドデシル硫酸ナトリウム１０部をイオン交換水２００部にサンドグラインダーミ
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ルで分散させ、体積平均粒子径（Ｄ５０）が１７０ｎｍのシアン着色剤分散液を得た。
＜ラテックスの調製＞
（ラテックス１ＨＭＬの調製）
（１）核粒子の調製（第一段重合）
（単量体溶液１）
　スチレン５６８．００部、ｎ－ブチルアクリレート１６４．００部、メタクリル酸６８
．００部及びｎ－オクチルメルカプタン１６．５１部を混合して単量体溶液１を調製した
。
（分散媒１）
　ドデシル硫酸ナトリウム４．０５部をイオン交換水２５００．００部に溶解させて分散
媒１を調製した。
　撹拌装置、温度センサー、冷却管、窒素導入装置を取り付けた５０００ｍ１のセパラブ
ルフラスコに、上記分散媒１を仕込み、窒素気流下２３０ｒｐｍの撹拌速度で撹拌しなが
ら、フラスコ内の温度を８０℃に昇温させ、活性剤溶液を調製した。
　この活性剤溶液に、重合開始剤（過硫酸カリウム）９．６２部をイオン交換水２００部
に溶解させた開始剤溶液を添加し、上記単量体溶液１を９０分間かけて滴下し、この系を
８０℃にて２時間にわたり加熱し、撹拌することにより重合（第一段重合）を行い、ラテ
ックスを調製した。これを［ラテックス（１Ｈ）］とする。［ラテックス（１Ｈ）］の重
量平均粒径は６８ｎｍであった。
【０１１３】
（２）第二段重合
（単量体溶液２）
　スチレン１２３．８１部、ｎ－ブチルアクリレート３９．５１部、メタクリル酸１２．
２９部、ｎ－オクチルメルカプタン０．７２部、パラフィンワックス（融点７５℃）７３
．００部及びエステルワツクス（日本油脂社製　ＷＥＰ－５）７３．００部を、撹拌装置
を取り付けたフラスコ内に仕込み、８０℃に加熱し溶解させて単量体溶液２を調製した。
（分散媒２）
　構造式Ｃ１０Ｈ２１（ＯＣＨ２ＣＨ２）２ＯＳＯ３

－Ｎａ＋で表される界面活性剤０．
６０部をイオン交換水２７００．００部に溶解させて分散媒２を調製した。
　上記分散媒２を９８℃に加熱し、この分散媒に、核粒子の分散媒である前記［ラテック
ス（１Ｈ）］を固形分換算で３２部添加した後、循環経路を有する機械式分散機「クレア
ミツクス（ＣＬＥＡＲＭＩＸ）」（エム・テクニック社製）により、単量体溶液２を８時
間かけて混合分散させ、乳化粒子（油滴）を含む分散液（乳化液）を調製した。
　次いで、この分散液（乳化液）に、重合開始剤（過硫酸カリウム）６．１２部をイオン
交換水２５０部に溶解させた開始剤溶液を添加し、この系を８２℃にて１２時間にわたり
加熱撹拌することにより重合（第二段重合）を行い、ラテックスを得た。これを［ラテッ
クス（１ＨＭ）］とする。
【０１１４】
（３）第三段重合
　［ラテックス（１ＨＭ）］に、重合開始剤（過硫酸カリウム）８．８部をイオン交換水
３５０部に溶解させた開始剤溶液を添加し、８２℃の温度条件下、スチレン３５０部、ｎ
―ブチルアクリレート９５部、メタクリル酸５部、及び上記単量体の１．０モル％に相当
する量のｎ－オクチルメルカプタンを加えて均一に攪拌した単量体溶液を、１時間かけて
滴下した。滴下終了後、８２℃において２時間にわたり加熱撹拌することにより、重合（
第三段重合）を行なった後、２８℃まで冷却し、ラテックスを得た。このラテックスを［
ラテックス（１ＨＭＬ）］とする。
　この第三段重合で重合される樹脂はアニオン性官能基を有さない単量体及び開始剤によ
って重合されている。
＜トナー粒子の調製＞
　［ラテックス（１ＨＭＬ）］４２０．０部（固形分換算）、イオン交換水９００部及び
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上記シアン着色剤分散液１５０部を、温度センサー、冷却管、窒素導入装置、撹拌装置を
取り付けた反応容器（四つ口フラスコ）に仕込み、撹拌した。容器内の温度を３０℃に調
整した後、この溶液に５Ｎの水酸化ナトリウム水溶液を加えてｐＨを８～１０．０に調整
した。
　次いで、塩化マグネシウム六水和物６５部をイオン交換水１０００部に溶解した水溶液
を、撹拌下、３０℃にて１０分間かけて添加した。３分間放置した後に９２℃まで昇温し
、凝集粒子の生成を行った。その状態で、コールターカウンターＴＡ－ＩＩ（ベックマン
・コールター社製）にて凝集粒子の粒径を測定し、個数平均粒径が６．１μｍになった時
点で、塩化ナトリウム８０．４部をイオン交換水１０００部に溶解した水溶液を添加して
粒子成長を停止させ、さらに、熟成処理として液温度９４℃にて加熱撹拌することにより
、粒子の融着及び結晶性物質の相分離を継続させた（熟成工程）。その状態で、測定器Ｆ
ＰＩＡ－２０００（シスメックス社製）にて融着粒子の形状を測定し、形状係数が０．９
６０になった時点で３０℃まで冷却し、撹拌を停止した。
　生成した融着粒子を濾過し、４５℃のイオン交換水で繰り返し洗浄を行い、その後、４
０℃の温風で乾燥させることにより、シアントナー母粒子を得た。シアントナー母粒子の
個数平均粒径と形状係数を再度測定したところ、それぞれ６．０μｍ、０．９６２であっ
た。次いで、トナー母粒子１００部に疎水性シリカ０．８部と、疎水化酸化チタン０．２
部をヘンシェルミキサーにて混合して、［トナー１］を得た。
【０１１５】
（実施例２）
（トナー２の製造）
　パラフィンワックス（融点７５℃）を９５部、エステルワックス（日本精鑞社製　ＷＥ
Ｐ－５）を９５部に変更した以外は［トナー１］の製造と同様にして、［トナー２］を得
た。
【０１１６】
（実施例３）
（トナー３の製造）
　パラフィンワックス（融点７５℃）を６６部、エステルワックス（日本精鑞社製　ＷＥ
Ｐ－５）を６５部に変更した以外は［トナー１］の製造と同様にして、［トナー３］を得
た。
【０１１７】
（実施例４）
（トナー４の製造）
（イソシアネート変性ポリエステル１の合成）
　冷却管撹拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレンオキサ
イド２モル付加物６８２部、ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物８１部
、テレフタル酸２８３部、無水トリメリット酸２２部及びジブチルスズオキシド２部を仕
込み、常圧下、２３０℃で８時間反応させた。次に、１．３～２．０ｋＰａ（１０～１５
ｍｍＨｇ）の減圧下で５時間反応させて、［中間体ポリエステル１］を合成した。
　得られた［中間体ポリエステル１］は、数平均分子量が２２００、重量平均分子量が９
７００、ガラス転移温度が５４℃、酸価が０．５ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価が５２ｍｇＫ
ＯＨ／ｇであった。
　次に、冷却管、撹拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に、［中間体ポリエステル１
］４１０部、イソホロンジイソシアネート８９部、酢酸エチル５００部を入れ１００℃で
５時間反応させ、［イソシアネート変性ポリエステル１］を得た。
【０１１８】
（未変性ポリエステル１の合成）
　冷却管撹拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレンオキサ
イド２モル付加物２４１部、ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物５１４
部、テレフタル酸１０６部、イソフタル酸１０２部、アジピン酸４６部及びジブチルスズ
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オキシド２部を仕込み、常圧下、２３０℃で９時間反応させた。
　次に、１．３～２．３ｋＰａ（１０～１８ｍｍＨｇ）の減圧下で６時間反応させた後、
反応容器中に無水トリメリット酸４１部を添加し、常圧下、１８０℃で２時間反応させて
、［未変性ポリエステル１］を合成した。
　得られた［未変性ポリエステル１］は、数平均分子量が２６００、重量平均分子量が７
１００、酸価が２２ｍｇＫＯＨ／ｇであった。
（マスターバッチ１）
　シアン顔料であるピグメントブルー１５：３　４０部、［未変性ポリエステル１］６０
部、水３０部をヘンシェルミキサーにて混合し、顔料凝集体中に水が染み込んだ混合物を
得た。これをロ－ル表面温度１３０℃に設定した２本ロールにより４５分間混練を行い、
パルベライザーで１ｍｍの大きさに粉砕し、［マスターバッチ１］を得た。
【０１１９】
＜顔料・ＷＡＸ分散液（油相）の調製＞
　撹拌棒及び温度計をセットした容器に、［未変性ポリエステル１］５０４部、パラフィ
ンワックス（融点７４℃）３０５部、酢酸エチル９２０部を仕込み、撹拌下８０℃に昇温
し、８０℃のまま５時間保持した後、１時間で３０℃に冷却した。次いで、容器に［マス
ターバッチ１］２８４部、酢酸エチル１００部を仕込み、１時間混合し［原料溶解液１］
を得た。
　［原料溶解液１］１８００部を容器に移し、ビーズミル（ウルトラビスコミル、アイメ
ックス社製）を用いて、送液速度１ｋｇ／時、ディスク周速度６ｍ／秒、０．５ｍｍジル
コニアビーズを８０体積％充填、３パスの条件で、顔料、ワックスの分散を行った。次い
で、［未変性ポリエステル１］の６０質量％酢酸エチル溶液８９０部、酢酸エチル９０部
を加え、上記条件のビーズミルで１パスし、［顔料・ＷＡＸ分散液１］を得た。［顔料・
ＷＡＸ分散液１］の固形分濃度（１３０℃、３０分）が５０質量％となるように酢酸エチ
ルを加えて調整した。
＜水相の調製＞
　イオン交換水９７０部、分散安定用の有機樹脂微粒子（スチレン－メタクリル酸－アク
リル酸ブチル－メタクリル酸エチレンオキサイド付加物硫酸エステルのナトリウム塩の共
重合体）の２５質量％水性分散液４０部、ドデシルジフェニルエーテルジスルホン酸ナト
リウムの４８．５質量％水溶液１４０部、酢酸エチル９０部を混合撹拌し、［水相１］を
得た。
【０１２０】
＜乳化工程＞
　［顔料・ＷＡＸ分散液１］９５９部、イソホロンジアミン７．５部をＴＫホモミキサー
（特殊機化社製）で５，０００ｒｐｍにて１分間混合した後、［イソシアネート変性ポリ
エステル１］１５０部を加えＴＫホモミキサー（特殊機化社製）で５，０００ｒｐｍにて
１分間混合した後、［水相１］１２００部を加え、ＴＫホモミキサーで、回転数８，００
０～１３，０００ｒｐｍで調整しながら２０分間混合し［乳化スラリー１］を得た。
＜脱溶剤＞
　撹拌機及び温度計をセットした容器に、［乳化スラリー１］を投入し、３０℃で８時間
脱溶剤を行い、［分散スラリー１］を得た。
【０１２１】
＜洗浄及び乾燥＞
　［分散スラリー１］１００部を減圧濾過した後、以下の操作を行った。
（１）：濾過ケーキにイオン交換水１００部を加え、ＴＫホモミキサーで混合（回転数１
２，０００ｒｐｍで１０分間）した後濾過した。
（２）：（１）の濾過ケーキにイオン交換水９００部を加え、超音波振動を付与してＴＫ
ホモミキサーで混合（回転数１２，０００ｒｐｍで３０分間）した後、減圧濾過した。リ
スラリー液の電気伝導度が１０μＳ／ｃｍ以下となるようにこの操作を繰り返した。
（３）：（２）のリスラリー液のｐＨが４となるように１０質量％塩酸を加え、そのまま
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スリーワンモーターで攪拌３０分後濾過した。
（４）：（３）の濾過ケーキにイオン交換水１００部を加え、ＴＫホモミキサーで混合（
回転数１２，０００ｒｐｍで１０分間）した後、濾過した。リスラリー液の電気伝導度が
１０μＳ／ｃｍ以下となるようにこの操作を繰り返し［濾過ケーキ１］を得た。
　［濾過ケーキ１］を循風乾燥機にて４２℃で４８時間乾燥させ、目開き７５μｍメッシ
ュで篩い、［トナー母体１］を得た。次いで、このトナー母体１００部に疎水性シリカ０
．８部と、疎水化酸化チタン０．２部をヘンシェルミキサーにて混合して、［トナー４］
を得た。
【０１２２】
（実施例５）
（トナー５の製造）
（水系分散媒体）
　四つ口容器中にイオン交換水３６０部と０．１モル／リットルのＮａ３ＰＯ４水溶液４
３０部を添加し、高速撹拌装置ホモミキサーを用いて１５，０００ｒｐｍで撹拌しながら
、６０℃に保持した。ここに１．０モル／リットルのＣａＣｌ２水溶液３４部を徐々に添
加し、微細な難水溶性分散安定剤Ｃａ３（ＰＯ４）２を含む水系分散媒体を調製した。
（重合性単量体組成物）
　スチレンモノマー８３部、ｎ－ブチルアクリレート１７部、銅フタロシアニン顔料．５
部、３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルサリチル酸アルミニウム０．８部、ジビニルベンゼン
２部、パラフィンワックス（融点７５℃）２７部及びポリエステル樹脂（Ｍｗ＝２５，０
００、酸価１５ｍｇＫＯＨ／ｇ）５部からなる混合物を、アトライター（三井金属社製）
を用い３時間分散させた後、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）３
部を添加し、重合性単量体組成物を調製した。
（重合）
　前記水系分散媒体中に前記重合性単量体組成物を投入し、内温６０℃の窒素雰囲気下で
、高速撹拌装置の回転数を１５０００ｒｐｍに維持しつつ、４分間撹拌し、重合性単量体
組成物を造粒した。その後、撹拌装置を、パドル撹拌羽根を具備したものに換え、２００
ｒｐｍで撹拌しながら同温度に保持し、５時間重合を行った。
　重合終了後、内温を８０℃に昇温し、さらに重合を行なった。次いで、冷却後に希塩酸
を添加して水系分散媒体のｐＨを１．２にして難水溶性分散剤を溶解せしめた。更に加圧
濾過による固液分離の後、１８０００部の水で洗浄を行った。その後、真空乾燥装置を用
いて充分に乾燥させシアン色のトナー母体を得た。次いで、トナー母体１００部に疎水性
シリカ０．８部と、疎水化酸化チタン０．２部をヘンシェルミキサーにて混合して、［ト
ナー５］を得た。
【０１２３】
（比較例１）
（トナー１０１の製造）
　パラフィンワックス（融点７５℃）を４０部、エステルワックス（日本精鑞社製　ＷＥ
Ｐ－５）を３９部に変更した以外は［トナー１］の製造と同様にして、［トナー１０１］
を得た。
【０１２４】
（実施例６）
（トナー６の製造）
　パラフィンワックス（融点７５℃）を９８部に変更し、エステルワックス（日本精鑞社
製　ＷＥＰ－５）を添加しないこと以外は［トナー１］の製造と同様にして、［トナー６
］を得た。
【０１２５】
（実施例７）
（トナー７の製造）
　パラフィンワックス（融点７５℃）と、エステルワックス（日本精鑞社製　ＷＥＰ－５
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）の両方を、化合物１　ｎＣ５Ｈ１１－Ｐｈ－ＣＯＯ－Ｐｈ－ＯＣＨ２－ＣｙＨ－ｎＣ３

Ｈ７（Ｐｈはフェニル基、ＣｙＨはシクロヘキシル基を示し、いずれも１，４位置換であ
る。固体状態からネマチック状態への転移温度は７４℃である。）に変更した以外は［ト
ナー１］の製造と同様にして、［トナー７］を得た。
【０１２６】
（実施例８）
（トナー８の製造）
　パラフィンワックス（融点７５℃）と、エステルワックス（日本精鑞社製　ＷＥＰ－５
）の両方を、化合物２　Ｃ２Ｈ５－ＣｙＨ－ＣＯＯ－Ｐｈ－ＣＨ２ＣＨ２－ＣｙＨ－ｎＣ

３Ｈ７（Ｐｈはフェニル基、ＣｙＨはシクロヘキシル基を示し、いずれも１，４位置換で
ある。固体状態からネマチック状態への転移温度は８０℃である。）に変更した以外は［
トナー１］の製造と同様にして、［トナー８］を得た。
【０１２７】
　リコー社製ｉｐｓｉｏ　Ｃ２２０を用いて、Ａ４縦通紙（リコー社製　タイプ６２００
Ｙ目紙）で先端５ｍｍに、トナー１，２，３，４，５，６，７，８及びトナー１０１によ
る幅３６ｍｍのべた帯画像（付着量１０ｇ／ｍ２）を印字した未定着画像を作製し、先端
６ｍｍで切断して、先端に余白の無いベタ帯の未定着画像を得た。この未定着画像を、リ
コー社製ｉｐｓｉｏ　Ｃ２２０の定着装置の定着ローラを図３に示すようなローラ（金属
製の芯材６１１として内径２９．０ｍｍ、クラウン部６１ａにおける厚みが１．７ｍｍ、
逆クラウン部６１ｂにおける厚みが１．４ｍｍ、クラウン部６１ａの周期が６０ｍｍのｓ
ｉｎ曲線で形成されるアルミ製の芯材、弾性層６１２として厚みが１．７ｍｍのシリコン
ゴム、離型層６１３としてＰＦＡからなる）に、加圧ローラを図４に示すようなローラ（
金属製の芯材６２１として内径２９．０ｍｍ、クラウン部６２ａにおける厚みが１．７ｍ
ｍ、逆クラウン部６２ｂにおける厚みが１．４ｍｍ、クラウン部６２ａの周期が６０ｍｍ
のｓｉｎ曲線で形成されるアルミ製の芯材、弾性層６２２として厚みが１．７ｍｍのシリ
コンゴム、離型層６２３としてＰＦＡからなる）に取り替えた定着装置を用いて、定着装
置の定着ローラの回転速度を６．８ｒａｄ／ｓ、定着ローラの表面温度が１６０±２℃の
状態で通紙を行った。
　定着後の画像を見ると、トナー１，２，３，４，５，６，７，８については、光沢が著
しく異なる境界線は観察されなかったが、トナー１０１では通紙方向と平行に帯状の顕著
な光沢ムラが見られ、光沢がある部分と無い部分の境界線が顕著に見られ、実用に耐えが
たいものであった。
　実施例及び比較例で用いた離型剤及びその配合量を表１に示す。
【０１２８】
【表１】

【０１２９】
　以上説明したように、本発明の画像形成方法は、定着装置において、定着ローラのクラ
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ウン、逆クラウン部分を加圧部材の逆クラウン、クラウン部分と合わせることで、定着後
の記録用紙を湾曲させて搬出させることでき、これにより定着分離性を高めることができ
、さらにこの定着装置特有の画像ノイズを抑制できるトナーを使用することで、高品位の
画像を形成することが可能となる。
　本発明の画像形成方法は、定着装置において、前記定着ローラと前記加圧ローラとを無
負荷状態で互いの前記クラウン部と前記逆クラウン部を接触させて配設した場合に、対応
させて配設した前記クラウン部と前記逆クラウン部との間に隙間が生じないように構成す
ることにより、対応するクラウン部と逆クラウン部との間に隙間が生じていると、定着ロ
ーラと加圧ローラを圧接して負荷状態とした際に、軸方向に渡って定着ニップに圧力ムラ
が生じ、画像ノイズの発生する虞がある。そこで、上記のように、定着ローラと加圧ロー
ラを無負荷状態で互いに接触させた場合に、対応するクラウン部と逆クラウン部との間に
隙間が生じないようにすることによって、画像ノイズの発生を抑制することができると共
に、記録用紙の分離性を確保することが可能である。　本発明の画像形成方法は、定着装
置において、クラウン部と逆クラウン部を軸方向に連続して形成することにより、記録媒
体にシワの発生を抑制することができると共に、記録用紙の分離性を確保することができ
る。　本発明の画像形成方法は、定着装置において、定着ローラと加圧ローラを無負荷状
態で接触させた場合に、各ローラの弾性層の厚みの和を一定にすることによって、定着ロ
ーラ及び加圧ローラの回転方向における圧力ピーク値を軸方向に渡って一定にすることが
できる。これにより、定着ニップにおける圧力ムラを抑制することができ、画像ノイズの
発生を抑制することが可能である。　本発明の画像形成方法は、定着装置において、クラ
ウン部及び逆クラウン部を、定着ローラ及び加圧ローラの少なくとも記録媒体の最大通過
幅全体に対応する部分に渡って配設することにより、記録媒体を湾曲させて定着ニップか
ら搬出することができ、記録媒体の定着ローラへの巻き付きを抑制することができる。　
本発明の画像形成方法は、定着装置において、クラウン部及び逆クラウン部を、定着ロー
ラ及び加圧ローラの記録媒体の最大通過幅の一部に対応する部分に配設することにより、
記録媒体を湾曲させて定着ニップから搬出することができ、記録媒体の定着ローラへの巻
き付きを抑制することができる。　本発明の画像形成方法は、定着装置において、クラウ
ン部及び逆クラウン部の少なくとも一方に直線部を形成することが可能である。　　　
【０１３０】
本発明の画像形成方法は、定着装置において、定着ローラと前記加圧ローラを互いに圧接
させた負荷状態において、前記定着ニップにおける前記クラウン部の頂部と前記逆クラウ
ン部の底部との高低差を、０．１６ｍｍ以上であって０．８ｍｍ以下に設定したものであ
り、定着ローラと加圧ローラを互いに圧接させた上記負荷状態において、定着ニップにお
けるクラウン部の頂部と逆クラウン部の底部との高低差が０．１６ｍｍ未満となると、定
着ニップにおいて記録媒体の湾曲量が少なくなり、記録媒体を良好に分離させるために必
要な記録媒体の見かけ上の剛性が得られなくなる虞がある。そのため、クラウン部の頂部
と逆クラウン部の底部との高低差を０．１６ｍｍ以上に設定することによって、記録媒体
の見かけ上の剛性を十分に確保し、記録媒体の定着ローラへの巻き付きを確実に抑制する
ことができる。一方、上記負荷状態において、定着ニップにおけるクラウン部の頂部と逆
クラウン部の底部との高低差が０．８ｍｍを越えると、クラウン部と逆クラウン部におけ
る回転速度差が大きくなり記録媒体にシワが発生する虞がある。そのため、クラウン部の
頂部と逆クラウン部の底部との高低差を０．８ｍｍ以下に設定することによって、記録媒
体にシワを発生させずに搬出することができ、良好な画像形成を行うことができる。　本
発明の画像形成方法は、定着装置において、芯材及び弾性層の少なくとも一方の厚さを軸
方向に渡って変化させることにより、定着ローラと加圧ローラの外周面にクラウン部及び
逆クラウン部を形成することが可能である。　本発明の画像形成方法は、定着装置におい
て、前記定着ローラを、芯材の外周面に弾性層を有しないローラで構成すると共に、当該
定着ローラの前記芯材の外周面を軸方向に渡って湾曲させることにより、上記のような定
着ローラを適用した場合も、定着ニップを湾曲させることができるので、記録用紙の分離
性を確保することが可能である。　本発明の画像形成方法は、定着装置において、前記加
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圧ローラは、芯材の外周面に弾性層を被覆して構成されたものであって、当該加圧ローラ
の前記芯材の外周面を軸方向に渡って湾曲させることにより、前記クラウン部と前記逆ク
ラウン部を形成したものであり、上記弾性層を有する加圧ローラを上記弾性層を有さない
定着ローラに圧接することによって、定着ニップを十分に形成することができる。これに
より、画像ノイズの発生を抑制することができると共に、記録用紙の分離性を確保するこ
とが可能である。また、上記加圧ローラにおいて、芯材の外周面を湾曲させてクラウン部
と逆クラウン部を形成することにより、弾性層の厚さを軸方向に渡って一定にすることが
可能であるので、定着ローラ及び加圧ローラの回転方向における圧力ピーク値を軸方向に
渡って一定にすることができる。これにより、定着ニップにおける圧力ムラを抑制するこ
とができ、画像ノイズの発生を抑制することが可能である。　本発明の画像形成方法は、
定着装置において、前記定着ローラと前記加圧ローラのそれぞれの軸方向の同じ側の端部
を、軸方向に位置決めすると共に、前記定着ローラと前記加圧ローラのそれぞれの前記位
置決めされた端部と反対側の端部を軸方向に変位可能に構成成することにより、定着ロー
ラに熱膨張による伸長が生じても、定着ローラと加圧ローラを軸方向の同じ端部側に伸長
（変位）させることが可能となる。これにより、クラウン部と逆クラウン部との間の位置
ずれを抑制することができ、定着ニップにおける接触圧にばらつきが生じるのを抑制でき
る。　本発明の画像形成方法は、定着装置において、定着ローラのクラウン部と押圧部材
の凹面部を対応させて配設すると共に、定着ローラの逆クラウン部と押圧部材の凸面部を
対応させて配設して、定着ローラと加圧ベルトを互いに圧接させているため、定着ニップ
は湾曲して形成される。この場合も、上記発明と同様に、記録媒体を定着ニップに侵入さ
せることによって、記録媒体を湾曲させることができ、記録媒体の見かけ上の剛性を向上
させて定着ニップから搬出することができる。これにより、記録媒体を定着ニップから搬
出させる際に、記録媒体が定着ローラに巻き付くことを抑制することができる。また、ク
ラウン部と凹面部を対応させ、逆クラウン部と凸面部を対応させて、定着ローラと加圧ベ
ルトを圧接させるため、上記発明と同様に、定着ニップにおける接触圧のばらつきを抑制
することが可能である。これにより、定着した画像に光沢度ムラが発生するなどの不具合
を抑制することができ、良好な画像形成を実現することができる。
【符号の説明】
【０１３１】
　２７　　定着装置
　６１　　定着ローラ
　６１ａ　クラウン部
　６１ｂ　逆クラウン部
　６１ｃ　直線部
　６２　　加圧ローラ
　６２ａ　クラウン部
　６２ｂ　逆クラウン部
　６２ｃ　直線部
　６３　　加熱源
　６５　　加圧ベルト
　６６　　押圧部材
　６６ａ　凸面部
　６６ｂ　凹面部
　６６０　押圧面
　６１１　芯材
　６１２　弾性層
　６２１　芯材
　６２２　弾性層
　Ｈ　　　高低差
　Ｎ　　　定着ニップ
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　Ｐ　　　記録用紙
　Ｑ　　　頂部
　Ｕ　　　底部
　Ｗ　　　記録媒体の最大通過幅
【先行技術文献】
【特許文献】
【０１３２】
【特許文献１】特開２００８－２０８２１号公報
【特許文献２】特開２００５－２８４０８９号公報
【特許文献３】特開２００１－２６５１４６号公報
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